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北海道固定資産評価審議会関係法令等 
 
【地方税法】 

 （道府県固定資産評価審議会）
 第401条の２　道府県に、道府県固定資産評価審議会を設置する。

２　道府県固定資産評価審議会は、次項各号に掲げる事項その他固定資産の評価に関する事項で
 道府県知事がその意見を求めたものについて調査審議する。

３　道府県知事は、次の各号に掲げる事項については、道府県固定資産評価審議会の意見をきか
 なければならない。

 一　道府県知事が定める第388条第１項の固定資産評価基準の細目に関すること。
 二　第419条第１項の勧告

４　道府県固定資産評価審議会の委員は、国の関係地方行政機関の職員、当該道府県の職員及び
当該道府県の区域内の市町村の職員並びに固定資産の評価について学識経験を有する者のうち

 から、道府県知事が任命する。
５　前二項に定めるもののほか、道府県固定資産評価審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

 当該道府県の条例で定める。
 
【北海道固定資産評価審議会条例】 

 （趣旨）
第１条　この条例は、地方税法（昭和25年法律第226号）第401条の２の規定に基づき、北海道 

固定資産評価審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるも
 のとする。

 （組織）
第２条　審議会は、委員12人以内で組織する。 

２　委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

３　委員は、再任されることができる。 
 （会長）

 第３条　審議会に会長を置く。
 ２　会長は、委員が互選する。

 ３　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
 ４　会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。

 （規則への委任）
第４条　この条例に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定め

 る。
 
【北海道固定資産評価審議会条例施行規則】 

 （趣旨）
第１条　この規則は、北海道固定資産評価審議会条例（昭和37年北海道条例第55号。以下「条例」

という。）第４条の規定に基づき、北海道固定資産評価審議会（以下「審議会」という。）に
 関し必要な事項を定めるものとする。

 （会議の招集）
 第２条　審議会の会議は、知事が招集する。

 （議長）
 第３条　会長は、会議の議長となり、会議を主宰する。

２　会長に事故があるときは、条例第３条第４項の規定により会長の職務を代理する委員が議長
 となる。
 （定足数）

 第４条　審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。
 （表決）

第５条　会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ
 る。

 （会議の非公開）
 第６条　会議は、非公開とする。

 （説明聴取）
第７条　会長は、必要に応じ、会議に関係行政機関の職員その他適当と認める者の出席を求め、

 その説明又は意見を徴することができる。
 （会長への委任）

第８条　この規則に定めるもののほか、審議会の議事その他の運営に関し必要な事項は、会長が
審議会に諮って定める。
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北海道固定資産評価審議会のあらまし  

 

 

１　審議会の設置の趣旨  

固 定 資 産 評 価 審 議 会 （ 以下 「 審 議 会 」 と い う 。） は、 固 定資 産 の土 地 及 び

家屋の評価について、市町村間の適正均衡を確保するため、知事が処理する

固定資産の評価に関する事項について、学識経験者等の意見をきくための附

 属機関です。

　　根拠　地方税法第401条の２  

北海道固定資産評価審議会条例  

北海道固定資産評価審議会条例施行規則  

 

 

２　審議会の組織  

審議会は、国の関係地方行政機関の職員、地方公共団体の職員及び固定資

産 の 評 価 に つ い て の 学 識 経 験 者 か ら 選 任 す る 委 員 12名 以 内 で 構 成 さ れ て い

 ます。

委員は、知事が任命し、その任期は２年となっております（再任すること

ができます。）。 

 ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間です。

 

 

３　審議事項及び開催時期  

審議会は、土地及び家屋の評価に関する事項で、知事がその意見を求めた

 ものについて調査審議することとされています。

 審議事項及び開催時期は次のとおりです。

(1) 知事 が 定め る 固定 資 産 評価 基 準の 細 目に 関 する こ と。（ 原 則３ 年 に一 度

 の評価替えの年度）

・土地及び家屋の提示平均価額の算定に関すること。（２月頃） 

・土地の基準地価格の算定に関すること。（11月頃） 

　(2) 地方税法第419条第１項「固定資産の価格の決定が固定資産評価基準に

　　　よっておこなわれていないと認める場合、知事が市町村長に対して行う

　　　勧告」に関すること。（事案が発生したとき） 

　(3) その他知事が意見を求めた事項に関すること。（事案が発生したとき） 
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井上
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 奈穂子
な お こ 北海道税理士会

税理士
 学識経験者（税制）

大橋
おおはし

　輝久
て る ひ さ 札幌国税局

課税部長
 国の関係地方行政機関
 の職員

倉知
く ら ち

　直美
な お み 日本公認会計士協会北海道会

公認会計士
 学識経験者（税制）

齋藤
さ い と う

　研吾
け ん ご 札幌市財政局

税務・契約管理担当局長
 市町村関係者

酒井
さ か い

　秀明
ひであき 札幌法務局 民事行政部

首席登記官（不動産登記担当）
 国の関係地方行政機関
 の職員

根
ね

布谷
ぶ や

　禎一
ていいち 北海道森林組合連合会

代表理事副会長
 学識経験者（山林）

宮坂
みやさか

　尚市朗
しょういちろう 厚真町

町長
 市町村関係者

村上
むらかみ

　功
こ う

英
えい 公益社団法人 北海道不動産鑑定士協会

会長
 学識経験者（宅地）

山本
や ま も と

　康貴
やすたか 北海道大学大学院

教授
 学識経験者（税制）

吉田
よ し だ

　幸恵
さ ち え 一般社団法人 北海道建築士会

女性委員会委員
 学識経験者（家屋）

吉田
よ し だ

　利彦
と し ひ こ 一般社団法人 北海道農業会議

代表理事副会長
 学識経験者（農地）

吉田
よ し だ

　三千代
み ち よ 北海道宅地建物取引業協会

札幌東支部副支部長
 学識経験者（宅地）

※五十音順に登載（敬称略）

北海道固定資産評価審議会委員名簿（第30期）

【任期：令和４年(2022年)６月30日～令和６年(2024年)６月29日】

令和５年８月１６日現在

氏　　　名 所属又は職名 選任区分 備考
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固 定 資 産 評 価 基 準

改正 昭和39年１月28日自治省告示第 ３ 号 昭和39年12月28日自治省告示第 158号

昭和40年12月28日自治省告示第 174号 昭和41年10月21日自治省告示第 142号

昭和42年12月25日自治省告示第 180号 昭和44年12月27日自治省告示第 201号

昭和46年12月28日自治省告示第 236号 昭和47年12月28日自治省告示第 304号

昭和48年７月23日自治省告示第 124号 昭和50年12月22日自治省告示第 252号

昭和53年11月８日自治省告示第 190号 昭和56年12月１日自治省告示第 218号

昭和57年12月28日自治省告示第 244号 昭和59年12月25日自治省告示第 214号

昭和62年12月23日自治省告示第 191号 平成２年12月25日自治省告示第 203号

平成５年11月22日自治省告示第 136号 平成８年９月３日自治省告示第 192号

平成８年10月24日自治省告示第 242号 平成８年12月24日自治省告示第 289号

平成10年３月16日自治省告示第 87 号 平成11年５月18日自治省告示第 132号

平成11年９月14日自治省告示第 198号 平成12年１月28日自治省告示第 12 号

平成12年９月１日自治省告示第 217号 平成12年12月28日自治省告示第 306号

平成14年７月９日総務省告示第 409号 平成14年12月６日総務省告示第 656号

平成16年１月27日総務省告示第 105号 平成17年１月４日総務省告示第 １ 号

平成17年３月７日総務省告示第 239号 平成17年３月16日総務省告示第 295号

平成17年８月11日総務省告示第 886号 平成17年11月18日総務省告示第1289号

平成17年12月16日総務省告示第1345号 平成18年12月27日総務省告示第 684号

平成19年３月30日総務省告示第 195号 平成19年10月２日総務省告示第 551号

平成19年12月28日総務省告示第 719号 平成20年８月11日総務省告示第 435号

平成20年９月22日総務省告示第 535号 平成20年12月16日総務省告示第 680号

平成21年４月１日総務省告示第 225号 平成21年12月25日総務省告示第 577号

平成22年12月24日総務省告示第 441号 平成23年６月27日総務省告示第 230号

平成23年11月28日総務省告示第 493号 平成24年７月27日総務省告示第 286号

平成26年６月26日総務省告示第 217号 平成26年11月28日総務省告示第 421号

平成28年４月１日総務省告示第 145号 平成29年６月16日総務省告示第 197号

平成29年11月22日総務省告示第 390号 平成30年７月２日総務省告示第 229号

令和２年６月16日総務省告示第 191号 令和２年11月６日総務省告示第 322号

令和５年６月30日総務省告示第 247号 令和５年11月15日総務省告示第 385号

自治省告示第百五十八号

地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第三百八十八条第一項の規定に基づき、固定資産

の評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続を、次のように定め、昭和三十九年度分の固定資産

税から適用する。

昭和三十八年十二月二十五日

自治大臣 早川 崇

固定資産評価基準

目次

第１章 土地

第１節 通則

第２節 田及び畑

第２節の２ 市街化区域農地

第２節の３ 勧告遊休農地

第３節 宅地
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第４節 削除

第５節 鉱泉地

第６節 池沼

第７節 山林

第８節 牧場

第９節 原野

第10節 雑種地

第11節 その他

第12節 経過措置

第２章 家屋

第１節 通則

第２節 木造家屋

第３節 非木造家屋

第４節 経過措置

第３章 償却資産

第１節 償却資産

第２節 取替資産の評価の特例

第３節 鉱業用坑道の評価の特例

第１章 土地

第１節 通則

一 土地の評価の基本

土地の評価は、次に掲げる土地の地目の別に、それぞれ、以下に定める評価の方法によつて行

うものとする。この場合における土地の地目の認定に当たつては、当該土地の現況及び利用目的

に重点を置き、部分的に僅少の差異の存するときであつても、土地全体としての状況を観察して

認定するものとする。

(1) 田

(2) 畑

(3) 宅地

(4) 削除

(5) 鉱泉地

(6) 池沼

(7) 山林

(8) 牧場

(9) 原野

(10) 雑種地

二 地積の認定
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各筆の土地の評価額を求める場合に用いる地積は、次に掲げる場合を除き、原則として、登記

簿に登記されている土地については登記簿に登記されている地積によるものとし、登記簿に登記

されていない土地については現況の地積によるものとする。

１ 登記簿に登記されている土地の登記簿に登記されている地積が現況の地積よりも大きいと認

められる場合における当該土地の地積は、現況の地積によるものとする。

２ 登記簿に登記されている土地の現況の地積が登記簿に登記されている地積よりも大きいと認

められ、かつ、登記簿に登記されている地積によることが著しく不適当であると認められる場

合においては、当該土地の地積は、現況の地積によることができるものとする。

３ 国土調査法（昭和26年法律第180号）による地籍調査（以下「地籍調査」という。）を行つ

ている市町村において当該市町村の一部の地域について地籍調査後の地積が登記簿に登記され

ている場合には、地籍調査後の地積が登記簿に登記されている土地（以下「地籍調査後登記土

地」という。）で当該市町村における他の土地との評価の均衡上当該地積によることが特に不

適当であると認められるものについては、地籍調査前の当該土地の登記簿に登記されていた地

積によるものとする。この場合において、地籍調査後登記土地について分筆が行われた場合に

おける当該土地の地積は、分筆前の当該土地に係る地籍調査前の地積を地籍調査後の分筆に係

る土地の地積の割合によりあん分して求めるものとし、地籍調査後登記土地について合筆が行

われている場合における当該土地の地積は、合筆前の土地の地籍調査前の地積を合算して求め

るものとする。

三 地上権等が設定されている土地の評価

地上権、借地権等が設定されている土地については、これらの権利が設定されていない土地と

して評価するものとする。

第２節 田及び畑

一 田及び畑の評価

田及び畑（第２節の２及び第２節の３に定めるものを除く。）の評価は、各筆の田及び畑につ

いて評点数を付設し、当該評点数を評点一点当たりの価額に乗じて各筆の田及び畑の価額を求め

る方法によるものとする。ただし、農地法（昭和27年法律第229号）第４条第１項及び第５条第

１項の規定により、田及び畑以外のもの（以下この節において「宅地等」という。）への転用に

係る許可を受けた田及び畑並びにその他の田及び畑で宅地等に転用することが確実と認められる

ものについては、沿接する道路の状況、公共施設等の接近の状況その他宅地等としての利用上の

便等からみて、転用後における当該田及び畑とその状況が類似する土地の価額を基準として求め

た価額から当該田及び畑を宅地等に転用する場合において通常必要と認められる造成費に相当す

る額を控除した価額によつてその価額を求める方法によるものとする。

二 評点数の付設

１ 評点数の付設の順序

各筆の田及び畑の評点数は、次によつて付設するものとする。

(1) 田又は畑の別に状況類似地区を区分するものとする。

(2) 状況類似地区ごとに標準田又は標準畑を選定するものとする。

(3) 標準田又は標準畑について、売買実例価額から評定する適正な時価に基づいて評点数を付

設するものとする。
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(4) 標準田又は標準畑の評点数に比準して、状況類似地区内の各筆の田又は畑の評点数を付設

するものとする。

２ 状況類似地区の区分

状況類似地区は、地勢、土性、水利等の状況を総合的に考慮し、おおむねその状況が類似し

ていると認められる田又は畑の所在する地区ごとに区分するものとする。この場合において、

状況類似地区は、小字の区域ごとに認定するものとし、相互に当該状況が類似していると認め

られる小字の区域は、これらを合わせ、小字の区域内において当該状況が著しく異なると認め

られるときは、当該状況が異なる地域ごとに区分するものとする。

３ 標準田又は標準畑の選定

標準田又は標準畑は、状況類似地区ごとに、日照、かんがい、排水、面積、形状等の状況か

らみて比較的多数所在する田又は畑のうちから、一の田又は畑を選定するものとする。

４ 標準田又は標準畑の評点数の付設

標準田又は標準畑の評点数は、次によつて、田又は畑の売買実例価額から評定する当該標準

田又は標準畑の適正な時価に基づいて付設するものとする。

(1) 売買の行われた田又は畑（以下「売買田畑」という。）の売買実例価額について、その内

容を検討し、正常と認められない条件がある場合においては、これを修正して、売買田畑の

正常売買価格を求めるものとする。この場合における正常売買価格は、田又は畑として利用

する場合における田又は畑の正常売買価格であるので、売買田畑が市街地の近郊に所在する

ため、売買田畑の売買実例価額が田又は畑として利用する場合における当該田又は畑の売買

価額を超える額であると認められる場合における当該売買田畑の正常売買価格は、田又は畑

として利用する場合における当該田又は畑の売買価額を基準として求めるものとする。

(2) 当該売買田畑と標準田又は標準畑の地形、土性、水利、利用上の便否等の相違を考慮し、

(1)によつて求められた当該売買田畑の正常売買価格から標準田又は標準畑の正常売買価格

を求め、これに農地の平均10アール当たり純収益額の限界収益額（面積差10アールの農業経

営相互間の純収益の差額をいう。）に対する割合（0.55）を乗じて標準田又は標準畑の適正

な時価を評定するものとする。

(3) (2)によつて標準田又は標準畑の適正な時価を評定する場合においては、基準田又は基準

畑（三の２の(1)によつて標準田又は標準畑のうちから選定した基準田又は基準畑をい

う。）との評価の均衡及び標準田又は標準畑相互間の評価の均衡を総合的に考慮するものと

する。

５ 各筆の田又は畑の評点数の付設

各筆の田又は畑の評点数は、標準田又は標準畑の単位地積当たり評点数に「田の比準表」

（別表第１の１）又は「畑の比準表」（別表第１の２）により求めた各筆の田又は畑の比準割

合を乗じ、これに各筆の田又は畑の地積を乗じて付設するものとする。この場合において、市

町村長は、田又は畑の状況に応じ、必要があるときは、「田の比準表」又は「畑の比準表」に

ついて、所要の補正をして、これを適用するものとする。

市町村長は、田又は畑の状況からみて、「田の比準表」又は「畑の比準表」によつて各筆の

田又は畑の比準割合を求めることが困難なものがあるときは、「田の比準表」又は「畑の比準

表」の例によつて、当該田又は畑の比準表を作成して、これを適用するものとする。

三 評点一点当たりの価額の決定及び提示平均価額の算定
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１ 評点一点当たりの価額の決定

評点一点当たりの価額は、田又は畑の提示平均価額に田又は畑の総地積を乗じ、これをその

付設総評点数（二によつて付設した各筆の田又は畑の評点数を合計した総評点数をいう。）で

除して得た額に基づいて市町村長が決定するものとする。この場合において、提示平均価額は、

「田又は畑の指定市町村表」（別表第２）に掲げる市町村（以下本節において「指定市町村」

という。）にあつては、総務大臣が算定し、都道府県知事及び指定市町村の長に通知するもの

によるものとし、指定市町村以外の市町村にあつては、指定市町村の提示平均価額を参考とし

て都道府県知事が算定し、市町村長に通知するものによるものとする。

２ 指定市町村の提示平均価額の算定

総務大臣は、次により、指定市町村の田又は畑の総評価見込額を算出し、これをその総地積

で除して、指定市町村の田又は畑の提示平均価額を算定するものとする。

(1) 指定市町村の長は、二の３によつて選定した標準田又は標準畑のうち、地勢、土性、水利

等の状況からみて上級に属するもののうちから一の標準田又は標準畑を基準田又は基準畑と

して選定するものとする。

(2) 指定市町村の長は、二の４によつて指定市町村の長が評定した標準田又は標準畑（基準田

又は基準畑を含む。）の適正な時価その他の総評価見込額の算定において必要な事項を総務

大臣に報告するものとする。

(3) 総務大臣は、指定市町村の長が評定した基準田又は基準畑の適正な時価について検討し、

次いで、当該指定市町村の長が評定した標準田又は標準畑の適正な時価、当該指定市町村の

田又は畑の評点付設の状況等を検討するものとする。この場合において、その検討の結果に

基づき、市町村間の評価の均衡上必要があると認めるときは、指定市町村の長が評定した基

準田又は基準畑の適正な時価について所要の調整を行い、これを基準として、標準田又は標

準畑の適正な時価及び田又は畑の付設評点数について所要の調整を行うものとする。

(4) 総務大臣は、次により、指定市町村の田又は畑の総評価見込額を算出するものとする。

ア (2)によつて、指定市町村の長が報告した標準田又は標準畑（基準田又は基準畑を含

む。）の適正な時価（(3)によつて、これに所要の調整を加えた場合にあつては、調整後

の価額）と当該標準田又は標準畑の前年度の評価額との割合を求める。

イ 指定市町村の田又は畑をアの割合が同様であると認められる地区ごとに区分する。この

場合において、当該割合が同様であると認められる地区は、状況類似地区ごとに認定する

ものとするが、相互に当該割合が同様であると認められる状況類似地区は、これらを合わ

せ、一の状況類似地区内で当該割合が異なると認められる地区があるときは、当該割合が

異なる地区ごとに区分する。

ウ アの割合が同様であると認められる地区ごとに、当該地区における田又は畑の前年度の

評価額の合計額に当該割合を基準として求めた割合を乗じて当該地区の田又は畑の評価見

込額を算出する。

エ ウによつて算出した各地区の田又は畑の評価見込額を合計して当該指定市町村の田又は

畑の総評価見込額を算出する。

(5) (4)によつて総務大臣が算定した総評価見込額と当該指定市町村の長が固定資産評価基準

によつて算定した総評価額の見込額が相違する場合においては、総務大臣は、当該指定市町

村における田又は畑の評価方法の内容を検討し、必要があると認めるときは、当該指定市町
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村における総評価額の見込額を基礎として総評価見込額を修正するものとする。

３ 指定市町村以外の市町村の提示平均価額の算定

(1) 都道府県知事は、指定市町村以外の市町村について、２と同様の方法によつて、市町村の

田又は畑の総評価見込額を算出し、これをその総地積で除して当該市町村の田又は畑の提示

平均価額を算定するものとする。この場合において、市町村長が評定した基準田又は基準畑

の適正な時価を検討するに当たつては、指定市町村の基準田又は基準畑の適正な時価（２の

(3)によつて、総務大臣が所要の調整をした場合においては、調整後の価額）との均衡を考

慮するものとする。

(2) 総務大臣は、(1)によつて算定した指定市町村以外の市町村の提示平均価額及びその算定

の基礎について報告するよう都道府県知事に求めることができる。

(3) 総務大臣は、(2)によつて都道府県知事から報告を受けた提示平均価額及びその算定の基

礎について検討し、市町村間の評価の均衡上必要があるときは、提示平均価額について所要

の修正を行うよう関係都道府県知事に通知するものとする。

(4) 都道府県知事は、(3)による総務大臣の通知があつた場合においては、関係市町村の提示

平均価額について所要の修正を行うものとする。

４ 天災その他特別の事情がある場合の取扱い

天災その他特別の事情により、指定市町村以外の市町村の長が３の(1)に定める２と同様の

方法によつて行うとされるもののうち、２の(2)による報告を行うことができない場合、都道

府県知事は当該報告をすることができない市町村を除いて２の(3)による所要の調整を行うこ

とができるものとし、当該報告をすることができない市町村については、２の(2)による報告

が行われ次第、当該報告をすることができない市町村を除いて行われた市町村間との評価の均

衡を考慮するものとする。

第２節の２ 市街化区域農地

市街化区域農地（地方税法（昭和25年法律第226号）附則第19条の２第１項に規定する市街化区

域農地をいう。）の評価については、沿接する道路の状況、公共施設等の接近の状況その他宅地と

しての利用上の便等からみて、当該市街化区域農地とその状況が類似する宅地の価額を基準として

求めた価額から当該市街化区域農地を宅地に転用する場合において通常必要と認められる造成費に

相当する額を控除した価額によつてその価額を求める方法によるものとする。

ただし、田園住居地域内市街化区域農地（地方税法附則第19条の２第１項に規定する田園住居地

域内市街化区域農地をいう。）の評価については、上記によつて求めた価額に、当該土地の地積に

応じて、「田園住居地域内市街化区域農地補正率表」（別表第２の２）の補正率を乗じた価額によ

つてその価額を求める方法によるものとする。

第２節の３ 勧告遊休農地

勧告遊休農地(地方税法附則第17条の３第１項に規定する勧告遊休農地をいう。)の評価について

は、第２節によつて求めた田又は畑の価額を第２節二４(2)に規定する割合で除して求めた価額に

よつてその価額を求める方法によるものとする。
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第３節 宅地

一 宅地の評価

宅地（本節四及び五に定めるものを除く。）の評価は、各筆の宅地について評点数を付設し、

当該評点数を評点一点当たりの価額に乗じて各筆の宅地の価額を求める方法によるものとする。

二 評点数の付設

各筆の宅地の評点数は、市町村の宅地の状況に応じ、主として市街地的形態を形成する地域に

おける宅地については「市街地宅地評価法」によつて、主として市街地的形態を形成するに至ら

ない地域における宅地については「その他の宅地評価法」によつて付設するものとする。ただし、

市町村の宅地の状況に応じ必要があるときは、主として市街地的形態を形成するに至らない地域

における宅地についても、「市街地宅地評価法」によつて各筆の宅地の評点数を付設することが

できるものとする。

(一) 「市街地宅地評価法」による宅地の評点数の付設

１ 「市街地宅地評価法」による宅地の評点数の付設の順序

「市街地宅地評価法」による宅地の評点数の付設は、次によるものとする。

(1) 市町村の宅地を商業地区、住宅地区、工業地区、観光地区等に区分し、当該各地区につ

いて、その状況が相当に相違する地域ごとに、その主要な街路に沿接する宅地のうちから

標準宅地を選定するものとする。

(2) 標準宅地について、売買実例価額から評定する適正な時価を求め、これに基づいて当該

標準宅地の沿接する主要な街路について路線価を付設し、これに比準して主要な街路以外

の街路（以下「その他の街路」という。）の路線価を付設するものとする。

(3) 路線価を基礎とし、「画地計算法」（別表第３）を適用して、各筆の宅地の評点数を付

設するものとする。

２ 標準宅地の選定

標準宅地は、次により選定するものとする。

(1) 宅地の利用状況を基準とし、市町村の宅地を商業地区、住宅地区、工業地区、観光地区

（温泉街地区、門前仲見世地区、名勝地区等をいう。）等に区分する。この場合において、

必要に応じ、商業地区にあつては繁華街、高度商業地区（Ⅰ、Ⅱ）、普通商業地区等に、

住宅地区にあつては高級住宅地区、普通住宅地区、併用住宅地区等に、工業地区にあつて

は大工場地区、中小工場地区、家内工業地区等に、それぞれ区分するものとする。

(2) (1)によつて区分した各地区を、街路の状況、公共施設等の接近の状況、家屋の疎密度

その他の宅地の利用上の便等からみて相当に相違する地域ごとに区分し、当該地域の主要

な街路に沿接する宅地のうち、奥行、間口、形状等の状況が当該地域において標準的なも

のと認められるものを選定するものとする。

３ 路線価の付設

路線価は、主要な街路及びその他の街路の別に、それぞれ、次により付設するものとする。

(1) 主要な街路について付設する路線価は、当該主要な街路に沿接する標準宅地の単位地積

当たりの適正な時価に基づいて付設するものとする。この場合において、標準宅地が「画

地計算法」を適用すべきものであるときは、当該標準宅地の沿接する主要な街路に付設す

る路線価は、当該標準宅地の適正な時価に基づき、仮りに当該標準宅地の位置に「画地計

算法」を適用する必要がない宅地があるものとした場合における当該宅地の単位地積当た
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りの適正な時価を算出し、これに基づいて付設するものとする。

標準宅地の適正な時価は、次によつて、宅地の売買実例価額から評定するものとする。

ア 売買が行われた宅地（以下「売買宅地」という。）の売買実例価額について、その内

容を検討し、正常と認められない条件がある場合においては、これを修正して、売買宅

地の正常売買価格を求める。

イ 当該売買宅地と標準宅地の位置、利用上の便等の相違を考慮し、アによつて求められ

た当該売買宅地の正常売買価格から標準宅地の適正な時価を評定する。

ウ イによつて標準宅地の適正な時価を評定する場合においては、基準宅地（三の２の

(1)によつて標準宅地のうちから選定した基準宅地をいう。）との評価の均衡及び標準

宅地相互間の評価の均衡を総合的に考慮する。

(2) その他の街路について付設する路線価は、近傍の主要な街路の路線価を基礎とし、主要

な街路に沿接する標準宅地とその他の街路に沿接する宅地との間における街路の状況、公

共施設等の接近の状況、家屋の疎密度その他の宅地の利用上の便等の相違を総合的に考慮

して付設するものとする。

４ 各筆の宅地の評点数の付設

各筆の宅地の評点数は、路線価を基礎とし、「画地計算法」を適用して付設するものとす

る。この場合において、市町村長は、宅地の状況に応じ、必要があるときは、「画地計算

法」の附表等について、所要の補正をして、これを適用するものとする。

(二) 「その他の宅地評価法」による宅地の評点数の付設

１ 「その他の宅地評価法」による宅地の評点数の付設の順序

「その他の宅地評価法」による宅地の評点数の付設は、次によるものとする。

(1) 状況類似地区を区分するものとする。

(2) 状況類似地区ごとに標準宅地を選定するものとする。

(3) 標準宅地について、売買実例価額から評定する適正な時価に基づいて評点数を付設する

ものとする。

(4) 標準宅地の評点数に比準して、状況類似地区内の各筆の宅地の評点数を付設するものと

する。

２ 状況類似地区の区分

状況類似地区は、宅地の沿接する道路の状況、公共施設等の接近の状況、家屋の疎密度そ

の他宅地の利用上の便等を総合的に考慮し、おおむねその状況が類似していると認められる

宅地の所在する地区ごとに区分するものとする。

３ 標準宅地の選定

標準宅地は、状況類似地区ごとに、道路に沿接する宅地のうち、奥行、間口、形状等から

みて、標準的なものと認められるものを選定するものとする。

４ 標準宅地の評点数の付設

標準宅地の評点数は、次によつて、宅地の売買実例価額から評定する当該標準宅地の適正

な時価に基づいて付設するものとする。

(1) 売買宅地の売買実例価額について、その内容を検討し、正常と認められない条件がある

場合においては、これを修正して、売買宅地の正常売買価格を求めるものとする。

(2) 当該売買宅地と標準宅地の位置、利用上の便等の相違を考慮し、(1)によつて求められ
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た当該売買宅地の正常売買価格から標準宅地の適正な時価を評定するものとする。

(3) (2)によつて標準宅地の適正な時価を評定する場合においては、基準宅地（三の２の

(1)によつて標準宅地のうちから選定した基準宅地をいう。）との評価の均衡及び標準宅

地相互間の評価の均衡を総合的に考慮するものとする。

５ 各筆の宅地の評点数の付設

各筆の宅地の評点数は、標準宅地の単位地積当たり評点数に「宅地の比準表」（別表第

４）により求めた各筆の宅地の比準割合を乗じ、これに各筆の地積を乗じて付設するものと

する。この場合において、市町村長は、宅地の状況に応じ、必要があるときは、「宅地の比

準表」について、所要の補正をして、これを適用するものとする。

三 評点一点当たりの価額の決定及び提示平均価額の算定

１ 評点一点当たりの価額の決定

評点一点当たりの価額は、宅地の提示平均価額に宅地の総地積を乗じ、これをその付設総評

点数（二によつて付設した各筆の宅地の評点数を合計した総評点数をいう。）で除して得た額

に基づいて市町村長が決定するものとする。この場合において、提示平均価額は、道府県庁所

在の市及び東京都特別区（以下本節において「指定市」という。）にあつては、総務大臣が算

定し、都道府県知事及び指定市の長に通知するものによるものとし、指定市以外の市町村にあ

つては、指定市の提示平均価額を参考として都道府県知事が算定し、市町村長に通知するもの

によるものとする。

２ 指定市の提示平均価額の算定

総務大臣は、次により、指定市の宅地の総評価見込額を算出し、これをその総地積で除して

指定市の宅地の提示平均価額を算定するものとする。

(1) 指定市の長は、「市街地宅地評価法」を適用して各筆の宅地の評点数を付設している場合

にあつては最高の路線価を付設した街路に沿接する標準宅地を、「その他の宅地評価法」の

みを適用して各筆の宅地の評点数を付設している場合にあつては単位地積当たりの適正な時

価が最高である標準宅地を、基準宅地として選定するものとする。

(2) 指定市の長は、二の（一）の３によつて付設した路線価及び評定した標準宅地（基準宅地

を含む。）の適正な時価並びに二の（二）の４によつて評定した標準宅地（基準宅地を含

む。）の適正な時価その他の総評価見込額の算定において必要な事項を総務大臣に報告する

ものとする。

(3) 総務大臣は、指定市の長が評定した基準宅地の適正な時価（基準宅地の適正な時価に基づ

いて付設した路線価を含む。以下同様とする。）について検討し、次いで、当該指定市の長

が評定した標準宅地の適正な時価（標準宅地の適正な時価に基づいて付設した路線価を含む。

以下同様とする。）及び当該指定市の宅地の評点付設の状況等を検討するものとする。この

場合において、その検討の結果に基づき、市町村間の評価の均衡上必要があると認めるとき

は、指定市の長が評定した基準宅地の適正な時価について所要の調整を行い、これを基準と

して、標準宅地の適正な時価及び宅地の付設評点数について所要の調整を行うものとする。

(4) 総務大臣は、次により、指定市の宅地の総評価見込額を算出するものとする。

ア (2)によつて、指定市の長が報告した路線価（(3)によつて、これに所要の調整を加えた

場合にあつては、調整後の路線価）又は標準宅地（基準宅地を含む。）の適正な時価

（(3)によつて、これに所要の調整を加えた場合にあつては、調整後の価額）と当該街路
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の前年度の路線価又は当該標準宅地の前年度の評価額との割合を求める。

イ 指定市の宅地をアの割合が同様であると認められる地区ごとに区分する。この場合にお

いて、当該割合が同様であると認められる地区は、路線価の異なる地域又は状況類似地区

ごとに認定するものとするが、相互に当該割合が同様であると認められる地域又は状況類

似地区は、これらを合わせ、一の地域又は一の状況類似地区内で当該割合が異なると認め

られる地区があるときは、当該割合が異なる地区ごとに区分する。

ウ アの割合が同様であると認められる地区ごとに、当該地区における宅地の前年度の評価

額に当該割合を基準として求めた割合を乗じて当該地区の宅地の評価見込額を算出する。

エ ウによつて算出した各地区の宅地の評価見込額を合計して当該指定市の宅地の総評価見

込額を算出する。

(5) (4)によつて、総務大臣が算定した総評価見込額と当該指定市の長が固定資産評価基準に

よつて算定した総評価額の見込額が相違する場合においては、総務大臣は、当該指定市にお

ける宅地の評価方法の内容を検討し、必要があると認めるときは、当該指定市における総評

価額の見込額を基礎として総評価見込額を修正するものとする。

３ 指定市以外の市町村の提示平均価額の算定

(1) 都道府県知事は、指定市以外の市町村について、２と同様の方法によつて、市町村の宅地

の総評価見込額を算出し、これをその総地積で除して当該市町村の宅地の提示平均価額を算

定するものとする。この場合において、市町村長が評定した基準宅地の適正な時価を検討す

るに当たつては、指定市の基準宅地の適正な時価（２の(3)によつて、総務大臣が所要の調

整をした場合においては、調整後の価額）との均衡を考慮するものとする。

(2) 総務大臣は、(1)によつて算定した指定市以外の市町村の提示平均価額及びその算定の基

礎について報告するよう都道府県知事に求めることができる。

(3) 総務大臣は、(2)によつて都道府県知事から報告を受けた提示平均価額及びその算定の基

礎について検討し、市町村間の評価の均衡上必要があるときは、提示平均価額について所要

の修正を行うよう関係都道府県知事に通知するものとする。

(4) 都道府県知事は、(3)による総務大臣の通知があつた場合においては、関係市町村の提示

平均価額について所要の修正を行うものとする。

４ 天災その他特別の事情がある場合の取扱い

(1) 天災その他特別の事情により、指定市の長が、２の(2)による報告を行うことができない

場合、総務大臣は、１の規定にかかわらず、指定市を変更することができる。

(2) 天災その他特別の事情により、指定市以外の市町村の長が３の(1)に定める２と同様の方

法によつて行うとされるもののうち、２の(2)による報告を行うことができない場合、都道

府県知事は当該報告をすることができない市町村を除いて２の(3)による所要の調整を行う

ことができるものとし、当該報告をすることができない市町村については、２の(2)による

報告が行われ次第、当該報告をすることができない市町村を除いて行われた市町村間との評

価の均衡を考慮するものとする。

四 農業用施設の用に供する宅地の評価

農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）第８条第２項第１号に規定する農用

地区域（以下「農用地区域」という。）内又は都市計画法（昭和43年法律第100号）第７条第１

項の規定により定められた市街化調整区域（以下「市街化調整区域」という。）内に存する農業
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用施設（農業振興地域の整備に関する法律第３条第３号又は第４号に規定する施設をいう。以下

本節において同じ。）の用に供する宅地の評価は、付近の農地の価額を基準として求めた価額に

当該宅地を農地から転用する場合において通常必要と認められる造成費に相当する額を加えた価

額によつてその価額を求める方法によるものとする。ただし、市街化調整区域内に存する農業用

施設の用に供する宅地（農用地区域内に存するものを除く。）で、当該宅地の近傍の土地との評

価の均衡上、上記の方法によつて評価することが適当でないと認められるものについては、本節

一から三までにより評価するものとする。

五 生産緑地地区内の宅地の評価

生産緑地法（昭和49年法律第68号）第３条第１項の規定により定められた生産緑地地区（以下

「生産緑地地区」という。）の区域内に存する宅地の評価は、当該生産緑地地区の区域内に存す

る同法第２条第１号に規定する農地等の価額を基準として求めた価額に当該宅地を当該農地等か

ら転用する場合において通常必要と認められる造成費に相当する額を加えた価額によつてその価

額を求める方法によるものとする。ただし、生産緑地法第８条第１項ただし書に規定する行為に

係る宅地で生産緑地地区の区域外に存する宅地との評価の均衡上、上記の方法によつて評価する

ことが適当でないと認められるもの又は同法第14条の規定により生産緑地地区内における行為の

制限が解除された宅地については、本節一から三までにより評価するものとする。

第４節 削除

第５節 鉱泉地

一 鉱泉地の評価

鉱泉地の評価は、当該鉱泉地の基準年度の前年度の価額に当該鉱泉地の鉱泉を利用する温泉地

に存する宅地の基準年度における価額の前基準年度における価額に対する割合を乗じて求める方

法によるものとする。ただし、新たに鉱泉地となつた土地又は上記の方法によつて評価すること

が適当でないと市町村長が判断した鉱泉地については、当該鉱泉地の鉱泉を利用する温泉地と状

況が類似する温泉地に係る鉱泉地の価額に比準してその価額を求める方法によるものとする。ま

た、湯温又はゆう出量等に急激な変化が生じたことにより、当該基準年度の前年度における価額

を基礎として求めた価額が適当でないと認められるときは、必要に応じ、当該価額に増減する額

を加算し、又は控除した後の価額によつて当該鉱泉地の基準年度の価額を求める方法によるもの

とする。

二 こ渇した鉱泉地等の評価の特例

こ掲した鉱泉地又は未利用の鉱泉地については、一によつて求めた価額を、その実情に応じ、

減額して評価するものとする。

第６節 池沼

池沼の評価は、池沼の売買実例価額から評定する適正な時価によつてその価額を求める方法によ

るものとする。ただし、市町村内に池沼の売買実例価額がない場合においては、池沼の位置、形状、

利用状況等を考慮し、附近の土地の価額に比準してその価額を求める方法によるものとする。

第７節 山林
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一 山林の評価

山林の評価は、各筆の山林について評点数を付設し、当該評点数を評点一点当たりの価額に乗

じて各筆の山林の価額を求める方法によるものとする。ただし、宅地、農地等のうちに介在する

山林及び市街地近郊の山林で、当該山林の近傍の宅地、農地等との評価の均衡上、上記の方法に

よつて評価することが適当でないと認められるものについては、当該山林の附近の宅地、農地等

の価額に比準してその価額を求める方法によるものとする。

二 評点数の付設

１ 評点数の付設の順序

各筆の山林の評点数は、次によつて付設するものとする。

(1) 状況類似地区を区分するものとする。

(2) 状況類似地区ごとに標準山林を選定するものとする。

(3) 標準山林について、売買実例価額から評定する適正な時価に基づいて評点数を付設するも

のとする。

(4) 標準山林の評点数に比準して、状況類似地区内の各筆の山林の評点数を付設するものとす

る。

２ 状況類似地区の区分

状況類似地区は、地勢、土層、林産物の搬出の便等の状況を総合的に考慮し、おおむねその

状況が類似していると認められる山林の所在する地区ごとに区分するものとする。この場合に

おいて、状況類似地区は、小字の区域ごとに認定するものとし、相互に当該状況が類似してい

ると認められる小字の区域は、これらを合わせ、小字の区域内において当該状況が著しく異な

ると認められるときは、当該状況が異なる地域ごとに区分するものとする。

３ 標準山林の選定

標準山林は、状況類似地区ごとに、位置、地形、土層、林産物の搬出の便等の状況からみて

比較的多数所在する山林のうちから、一の山林を選定するものとする。

４ 標準山林の評点数の付設

標準山林の評点数は、次によつて、山林の売買実例価額から評定する当該標準山林の適正な

時価に基づいて付設するものとする。

(1) 売買の行われた山林（以下「売買山林」という。）の売買実例価額について、その内容を

検討し、正常と認められない条件がある場合においては、これを修正して、売買山林の正常

売買価格を求めるものとする。この場合における正常売買価格は、山林として利用する場合

における山林の正常売買価格であるので、売買山林が市街地の近郊等に所在するため、売買

山林の売買実例価額が、山林として利用する場合における当該山林の売買価額を超える額で

あると認められる場合における当該売買山林の正常売買価格は、原則として、山林として利

用する場合における当該山林の売買価額を基準として求めるものとする。

(2) 当該売買山林と標準山林の位置、地形、土層、林産物の搬出の便等の相違を考慮し、(1)

によつて求められた当該売買山林の正常売買価格から標準山林の適正な時価を評定するもの

とする。

(3) (2)によつて標準山林の適正な時価を評定する場合においては、基準山林（三の２の(1)に

よつて標準山林のうちから選定した基準山林をいう。）との評価の均衡及び標準山林相互間

の評価の均衡を総合的に考慮するものとする。
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５ 各筆の山林の評点数の付設

各筆の山林の評点数は、標準山林の単位地積当たり評点数に「山林の比準表」（別表第７の

１）により求めた各筆の山林の比準割合を乗じ、これに各筆の山林の地積を乗じて付設するも

のとする。この場合において、市町村長は、山林の状況に応じ、必要があるときは、「山林の

比準表」について、所要の補正をして、これを適用するものとする。

市町村長は、平坦部に所在する山林等で、「山林の比準表」によつて各筆の山林の比準割合

を求めることが困難なものがあるときは、「山林の比準表」の例によつて、最寄集落までの距

離、沿接する道路の状況等の要素による林産物の搬出の便等を考慮のうえ、当該山林の比準表

を作成して、これを適用するものとする。

三 評点一点当たりの価額の決定及び提示平均価額の算定

１ 評点一点当たりの価額の決定

評点一点当たりの価額は、山林の提示平均価額に山林の総地積を乗じ、これをその付設総評

点数（二によつて付設した各筆の山林の評点数を合計した総評点数をいう。）で除して得た額

に基づいて市町村長が決定するものとする。この場合において、提示平均価額は、「山林の指

定市町村表」（別表第７の２）に掲げる市町村（以下本節において「指定市町村」という。）

にあつては、総務大臣が算定し、都道府県知事及び指定市町村の長に通知するものによるもの

とし、指定市町村以外の市町村にあつては、指定市町村の提示平均価額を参考として都道府県

知事が算定し、市町村長に通知するものによるものとする。

２ 指定市町村の提示平均価額の算定

総務大臣は、次により、指定市町村の山林の総評価見込額を算出し、これをその総地積で除

して、指定市町村の山林の提示平均価額を算定するものとする。

(1) 指定市町村の長は、二の３によつて選定した標準山林のうち、地勢、土層、林産物の搬出

の便等の状況からみて上級に属するもののうちから一の標準山林を基準山林として選定する

ものとする。

(2) 指定市町村の長は、二の４によつて指定市町村の長が評定した標準山林（基準山林を含

む。）の適正な時価その他の総評価見込額の算定において必要な事項を総務大臣に報告する

ものとする。

(3) 総務大臣は、指定市町村の長が評定した基準山林の適正な時価について検討し、次いで、

当該指定市町村の長が評定した標準山林の適正な時価、当該指定市町村の山林の評点付設の

状況等を検討するものとする。この場合において、その検討の結果に基づき、市町村間の評

価の均衡上必要があると認めるときは、指定市町村の長が評定した基準山林の適正な時価に

ついて所要の調整を行い、これを基準として、標準山林の適正な時価及び山林の付設評点数

について所要の調整を行うものとする。

(4) 総務大臣は、次により、指定市町村の山林の総評価見込額を算出するものとする。

ア (2)によつて、指定市町村の長が報告した標準山林（基準山林を含む。）の適正な時価

（(3)によつて、これに所要の調整を加えた場合にあつては、調整後の価額）と当該標準

山林の前年度の評価額との割合を求める。

イ 指定市町村の山林をアの割合が同様であると認められる地区ごとに区分する。この場合

において、当該割合が同様であると認められる地区は、状況類似地区ごとに認定するもの

とするが、相互に当該割合が同様であると認められる状況類似地区は、これらを合わせ、
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一の状況類似地区内で当該割合が異なると認められる地区があるときは、当該割合が異な

る地区ごとに区分する。

ウ アの割合が同様であると認められる地区ごとに、当該地区における山林の前年度の評価

額の合計額に当該割合を基準として求めた割合を乗じて当該地区の山林の評価見込額を算

出する。

エ ウによつて算出した各地区の評価見込額を合計して当該指定市町村の山林の総評価見込

額を算出する。

(5) (4)によつて総務大臣が算定した総評価見込額と当該指定市町村の長が固定資産評価基準

によつて算定した総評価額の見込額が相違する場合においては、総務大臣は、当該指定市町

村における山林の評価方法の内容を検討し、必要があると認めるときは、当該指定市町村に

おける総評価額の見込額を基礎として総評価見込額を修正するものとする。

３ 指定市町村以外の市町村の提示平均価額の算定

(1) 都道府県知事は、指定市町村以外の市町村について、２と同様の方法によつて、市町村の

山林の総評価見込額を算出し、これをその総地積で除して当該市町村の山林の提示平均価額

を算定するものとする。この場合において、市町村長が評定した基準山林の適正な時価を検

討するに当たつては、指定市町村の基準山林の適正な時価（２の(3)によつて、総務大臣が

所要の調整をした場合においては、調整後の価額）との均衡を考慮するものとする。

(2) 総務大臣は、(1)によつて算定した指定市町村以外の市町村の提示平均価額及びその算定

の基礎について報告するよう都道府県知事に求めることができる。

(3) 総務大臣は、(2)によつて都道府県知事から報告を受けた提示平均価額及びその算定の基

礎について検討し、市町村間の評価の均衡上必要があるときは、提示平均価額について所要

の修正を行うよう関係都道府県知事に通知するものとする。

(4) 都道府県知事は、(3)による総務大臣の通知があつた場合においては、関係市町村の提示

平均価額について所要の修正を行うものとする。

４ 天災その他特別の事情がある場合の取扱い

天災その他特別の事情により、指定市町村以外の市町村の長が３の(1)に定める２と同様の

方法によつて行うとされるもののうち、２の(2)による報告を行うことができない場合、都道

府県知事は当該報告をすることができない市町村を除いて２の(3)による所要の調整を行うこ

とができるものとし、当該報告をすることができない市町村については、２の(2)による報告

が行われ次第、当該報告をすることができない市町村を除いて行われた市町村間との評価の均

衡を考慮するものとする。

第８節 牧場

牧場の評価は、牧場の売買実例価額から評定する適正な時価によつてその価額を求める方法によ

るものとする。ただし、市町村内に牧場の売買実例価額がない場合においては、牧場の位置、土性、

地形等を考慮し、附近の土地の価額に比準してその価額を求める方法によるものとする。

第９節 原野

原野の評価は、原野の売買実例価額から評定する適正な時価によつてその価額を求める方法によ

るものとする。ただし、市町村内に原野の売買実例価額がない場合においては、原野の位置、その
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利用状況等を考慮し、附近の土地の価額に比準してその価額を求める方法によるものとする。

第10節 雑種地

一 雑種地の評価

雑種地の評価は、二及び三に掲げる土地を除き、雑種地の売買実例価額から評定する適正な時

価によつてその価額を求める方法によるものとする。ただし、市町村内に売買実例価額がない場

合においては、土地の位置、利用状況等を考慮し、附近の土地の価額に比準してその価額を求め

る方法によるものとする。

二 ゴルフ場等用地の評価

ゴルフ場、遊園地、運動場、野球場、競馬場及びその他これらに類似する施設（以下「ゴルフ

場等」という。）の用に供する一団の土地（当該一団の土地のうち当該ゴルフ場等がその効用を

果たす上で必要がないと認められる部分を除く。以下「ゴルフ場等用地」という。）の評価は、

当該ゴルフ場等を開設するに当たり要した当該ゴルフ場等用地の取得価額に当該ゴルフ場等用地

の造成費（当該ゴルフ場等用地の造成に通常必要と認められる造成費によるものとし、芝購入費、

芝植付費及び償却資産として固定資産税の課税客体となるものに係る経費を除く。）を加算した

価額を基準とし、当該ゴルフ場等の位置、利用状況等を考慮してその価額を求める方法によるも

のとする。この場合において、取得価額及び造成費は、当該ゴルフ場等用地の取得後若しくは造

成後において価格事情に変動があるとき、又はその取得価額若しくは造成費が不明のときは、附

近の土地の価額又は最近における造成費から評定した価額によるものとする。

三 鉄軌道用地の評価

１ 次に掲げる鉄道又は軌道による運送の用（以下単に「運送の用」という。）に供する土地

（以下「鉄軌道用地」という。）の評価は、２に定めるものを除き、当該鉄軌道用地に沿接す

る土地の価額の３分の１に相当する価額によつてその価額を求める方法によるものとする。こ

の場合において、「鉄軌道用地に沿接する土地の価額」は、当該鉄軌道用地をその沿接する土

地の地目、価額の相違等に基づいて区分し、その区分した鉄軌道用地に沿接する土地の価額、

その区分した鉄軌道用地の地積等を総合的に考慮して求めるものとする。

(1) 線路敷（工場の敷地内にあるものを除く。）の用に供する土地

(2) 停車場建物、転・遷車台、給炭水設備、給油設備、検車洗浄設備又はプラットホーム・積

卸場の用に供する土地

(3) (1)又は (2)の土地に接する土地で、変電所、車庫、倉庫（資材置場を含む。）、踏切番

舎又は保線区、検車区、車掌区、電力区、通信区等の現業従業員の詰所の用に供するもの

２ 鉄軌道用地のうち複合利用鉄軌道用地の評価は、次の (1)から (3)までに定めるところによ

るものとする。ただし、「小規模な鉄道施設を有する建物」（別表第７の３）に該当する建物

の敷地については、地目は宅地とし、その評価は第３節に定める方法によるものとする。

(1) 複合利用鉄軌道用地とは、次に掲げるものをいう。

ア 複合利用建物（運送の用に供する部分と鉄道又は軌道による運送以外の用（以下単に

「運送以外の用」という。）に供する部分を有する建物をいう。以下本節及び別表第７の

３において同じ。）の敷地である鉄軌道用地（イに該当するものを除く。）

イ 鉄軌道用地でその上部に設置された人工地盤等の上に複合利用建物等（複合利用建物又

は運送以外の用にのみ供する建物をいう。以下同じ。）があるものその他人工地盤等の上
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を運送以外の用に供するもの又は鉄軌道用地で近接する土地にある複合利用建物等の一部

がその上部にあるもの

ウ 鉄軌道の高架下にある鉄軌道用地で、当該土地に運送以外の用にのみ供する建物がある

ものその他当該土地を運送以外の用に供するもの（アに該当するものを除く。）

(2) 複合利用建物に該当するかどうかについては、次に定めるところによるものとする。

ア 原則として一棟の建物ごとに判断するものとする。ただし、利用状況や形状等からみて

当該建物を区分することができる場合には、これを区分し、当該区分された部分をそれぞ

れ一棟の建物とみなす。

イ 次の部分については、運送の用に供する部分とみなす。

(ｱ) 運送の用に供する部分を有する建物のうち運送以外の用に供する部分（運送以外の用

に供する部分が連たんする場合には、当該連たんする一団の部分）で床面積が10平方メ

ートル以下のもの

(ｲ) プラットホームの一部で運送以外の用に供する部分

ウ 運送の用に供する部分を有する建物のうち運送以外の用に供する部分の合計床面積が

250平方メートル未満の建物は、そのすべてを運送の用に供する建物とみなす。

(3) 複合利用鉄軌道用地の評価は、原則として次のアの評価単位ごとに行い、イにより複合利

用鉄軌道用地の地積を運送の用に供する部分の面積と運送以外の用に供する部分の面積であ

ん分し、ウによりそれぞれの地積に対応する価額を算出し、これらの価額を合算してその価

額を求める方法によるものとする。

ア 評価単位

(ｱ) (1)アに掲げる鉄軌道用地の評価は、当該建物（ (2)アただし書により一棟の建物と

みなされたものを含む。）の敷地ごとに行うものとする。

(ｲ) (1)イに掲げる鉄軌道用地の評価は、人工地盤等が設置されている場合には、当該人

工地盤等をその上の利用状況等に応じて区分し、その区分した部分を地表面に水平投影

した範囲ごとに行うものとする。また、近接する土地にある複合利用建物等の一部が鉄

軌道用地の上部にある場合には、当該部分を地表面に水平投影した範囲ごとに行うもの

とする。

(ｳ) (1)ウに掲げる鉄軌道用地の評価は、当該土地の利用状況等に応じて当該土地を区分

し、その区分した土地ごとに行うものとする。

イ 複合利用鉄軌道用地の地積のあん分

複合利用鉄軌道用地の地積をあん分する場合において、運送の用に供する部分と運送以

外の用に供する部分のそれぞれの面積の算定は、建物にあつては床面積、建物以外にあつ

てはその面積を用いて行うものとする。

ただし、建物の屋上が、駐車場に利用される等運送以外の用に供されている場合は当該

部分の面積を運送以外の用に供する部分の面積に算入し、運送の用に供されている場合は

当該部分の面積を運送の用に供する部分の面積に算入する。

この場合において、運送の用に供する部分とみなすものについては、 (2)イ及びウの例

によるものとする。

ウ 運送の用に供する部分又は運送以外の用に供する部分に相当する地積に対応する価額の

算出
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(ｱ) 運送の用に供する部分に相当する地積に対応する価額は、複合利用鉄軌道用地を含む

鉄軌道用地に沿接する土地の価額の３分の１に相当する価額によつて求めるものとする。

この場合において、「鉄軌道用地に沿接する土地の価額」は、１の例により求めるもの

とする。

(ｲ) 運送以外の用に供する部分に相当する地積に対応する価額は、複合利用鉄軌道用地の

附近の土地の価額に比準して求めるものとする。この場合において、必要に応じて当該

土地の利用状況、形状及び利用上の阻害要因の状況などを考慮して価額を求めるものと

する。

第11節 その他

一 砂防指定地の評価

砂防法（明治30年法律第29号）第２条の規定に基づき指定された土地（以下「砂防指定地」と

いう。）のうち山林の評価は、当該土地が砂防指定地として指定されていないとした場合の価額

から当該土地における行為の禁止又は制限の程度に応じて当該価額の２分の１を限度とする価額

を減額してその価額を求める方法によるものとする。ただし、当該土地の地積が特定できない場

合には、この限りでない。

二 特別緑地保全地区内の土地の評価

都市緑地法（昭和48年法律第72号）第12条第１項に規定する特別緑地保全地区（首都圏近郊緑

地保全法（昭和41年法律第101号）第５条第１項､近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭和42

年法律第103号）第６条第１項に規定する近郊緑地特別保全地区を含む。以下「特別緑地保全地

区」という。）内の土地のうち山林の評価は、当該土地が特別緑地保全地区として定められてい

ないとした場合の価額の２分の１に相当する価額によつて、宅地等の評価は、当該土地が特別緑

地保全地区として定められていないとした場合の価額に、当該土地の総地積に対する樹木の生育

している部分の地積の割合に応じて、「画地計算法」（別表第３）の「がけ地補正率表」（附表

７）を適用した場合に得られる補正率を乗じた価額によつてその価額を求める方法によるものと

する。

三 大規模工場用地の評価

大工場地区に所在する工場用地のうち大規模な工場用地として利用される土地（おおむね20万

平方メートル以上のものに限る。以下「大規模工場用地」という。）の評価は、用途地区、第３

節二（一）２ (2)にいう地域等の区分を適切に行い、規模による価格の格差を反映させる方法に

よるものとする。

ただし、規模の異なる大規模工場用地が連たんする場合等、さらに価格の格差を反映させる必

要がある場合には、「大規模工場用地規模格差補正率表」（別表第７の４）によつて求めた補正

率によつて、標準宅地の価格の補正を行い評価額を求める方法によるものとする。この場合にお

いて、市町村長は、大規模工場用地の状況に応じ、必要があるときは、「大規模工場用地規模格

差補正率表」について、所要の補正をして、これを適用するものとする。

四 保安空地等の評価

法令の規定に基づいて、公共の危害防止のために著しく広大な土地を保安上保有すべきことを

義務づけられている者の所有する土地で総務大臣が定めるものの評価は、附近の類似の土地の価

額の２分の１に相当する価額によつて、その価額を求める方法によるものとする。
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第12節 経過措置

一 宅地の評価において、第３節二（一）３(1)及び第３節二（二）４の標準宅地の適正な時価を

求める場合には、当分の間、基準年度の初日の属する年の前年の１月１日の地価公示法（昭和44

年法律第49号）による地価公示価格及び不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価から求

められた価格等を活用することとし、これらの価格の７割を目途として評定するものとする。こ

の場合において、不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価から求められた価格等を活用

するに当たつては、全国及び都道府県単位の情報交換及び調整を十分に行うものとする。

二 令和６年度の宅地の評価においては、市町村長は、令和５年１月１日から令和５年７月１日ま

での間に標準宅地等の価額が下落したと認める場合には、第３節一から三まで及び本節一によつ

て求めた評価額に次に掲げる方法により修正を加えることができるものとする。

なお、市街化区域農地その他の宅地の価額を評価の基礎として価額を求めることとされている

土地の評価についても、市町村長は、令和５年１月１日から令和５年７月１日までの間に第３節

一から三まで及び本節一によつて求めた当該土地とその状況が類似する宅地の価額が下落したと

認める場合において当該宅地の価額を次に掲げる方法により修正したときは、当該修正した価額

を基礎として求めるものとする。

１ 宅地の価額の修正は、次によるものとする。

(1) 宅地の価額の下落状況を把握する。

(2) 宅地を区分し、その区分ごとに修正率を適用する。

２ 宅地の価額については、国土利用計画法施行令（昭和49年政令第387号）による都道府県地

価調査及び不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価等を活用し、令和５年１月１日か

ら令和５年７月１日までの下落状況を把握するものとする。

３ 宅地の区分及び修正率の適用については、次に掲げる地域の区分によるものとする。

(1) 第３節二（一）に基づき市街地宅地評価法により評点数を付設する地域

① 宅地の区分は、第３節二（一）２(1)に規定する商業地区、住宅地区、工業地区、観光

地区等（これらを必要に応じ、更に繁華街、高度商業地区（Ⅰ、Ⅱ）、普通商業地区、高

級住宅地区、普通住宅地区、併用住宅地区、大工場地区、中小工場地区、家内工業地区等

に区分した場合には、当該区分した後の地区。以下これらを「用途地区」という。）を基

本とするが、市町村長は、用途地区内の宅地の価額の下落状況に幅があり、用途地区ごと

に修正率を適用することが不適当であると認める場合には、用途地区を更に区分すること

ができる。

② ①の区分ごとに、第３節一から三まで及び本節一によつて求めた価額に、市町村長が２

によつて把握した下落状況からみて最も適切であると判断した修正率を乗じる。

(2) 第３節二（二）に基づきその他の宅地評価法により評点数を付設する地域

① 宅地の区分は、第３節二（二）２に規定する状況類似地区（以下「状況類似地区」とい

う。）を基本とするが、市町村長は、状況類似地区内の宅地の価額の下落状況に幅があり、

状況類似地区ごとに修正率を適用することが不適当であると認める場合には、状況類似地

区を更に区分することができる。

② ①の区分ごとに、第３節一から三まで及び本節一によつて求めた価額に、市町村長が２

によつて把握した下落状況からみて最も適切であると判断した修正率を乗じる。
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三 鉱泉地の評価において用いる当該鉱泉地の鉱泉を利用する温泉地に存する宅地の基準年度にお

ける価額及び前基準年度における価額は、第３節及び本節一によつて求めた評価額とする。
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別表第１の１ 田の比準表
１ 各筆の田の比準割合は、次の算式によつて求めるものとする。この場合において、各筆の田の各項目の数値は、該当する「標準田

の状況」欄に対応する「比準田の状況」欄の数値によるものとする。
〔算式〕 比準割合＝（1.00＋日照の状況＋田面の乾湿）×（1.00＋面積＋耕うんの難易）×災害

２ 比準割合は、一枚の田（耕作の単位となつている一枚の田をいう。以下同様とする。）ごとに、この比準表を適用して求めるもの
とする。この場合において、一筆の田を二枚以上に区分して利用しているときは、原則として、一枚ごとに求めた比準割合をそれぞ
れの面積によつて加重平均して、当該筆の田の比準割合を求めるものとするが、中庸と認められる一枚の田が得られる場合には、当
該一枚の田について求めた比準割合によることができるものとする。

項 比準田 よく日があ 多少日かげ かなり日か はなはだし
標準田 の状況 く日かげに 判 定 基 準

目 の状況 たる になる げになる なる

日照の状況は田の中央部において、山、樹木、建物
日 よく日があたる 0 － 0.03 － 0.06 － 0.09 等のひ蔭物によつて太陽光線が遮へいされる状況によ

り､おおむね次の基準によつて判定するものとする｡
照 多少日かげにな よく日があたる････夏期における日照時間がおおむね

る ＋ 0.03 0 － 0.03 － 0.06 ９時間以上のとき
の 多少日かげになる････夏期における日照時間がおおむ

かなり日かげに ね５時間以上９時間未満のとき
状 なる ＋ 0.06 ＋ 0.03 0 － 0.03 かなり日かげになる････夏期における日照時間がおお

むね３時間以上５時間未満のとき
況 はなはだしく日 はなはだしく日かげになる････夏期における日照時間

かげになる ＋ 0.10 ＋ 0.07 ＋ 0.03 0 がおおむね３時間未満のとき

項 比準田 地下水 地下水 たん水 田面の乾湿は、おおむね次の基準によつて判定する
標準田 の状況 位の低 位の高 半湿田 湿 田 沼 田 ものとする。

目 の状況 い乾田 い乾田 田 地下水位の低い乾田････地下水が地表からおおむね50
センチメートル以内にない田

地下水位の低い 地下水位の高い乾田････地下水が地表からおおむね50
乾田 0 －0.02 －0.05 －0.08 －0.11 －0.15 センチメートル以内にある田

半湿田････乾田と湿田の中間の状況の田
地下水位の高い 湿田････年間を通じて常に湿潤な田

田 乾田 ＋0.02 0 －0.03 －0.06 －0.09 －0.13 たん水田････年間を通じて常に地表に水のある田
なお、地下水とは、地表に極めて近い部分に常時停

面 滞している水（いわゆる宙水）をいう。
半 湿 田 ＋0.05 ＋0.03 0 －0.03 －0.06 －0.10

の

乾 湿 田 ＋0.09 ＋0.06 ＋0.03 0 －0.03 －0.07

湿
た ん 水 田 ＋0.12 ＋0.10 ＋0.07 ＋0.03 0 －0.04

沼 田 ＋0.17 ＋0.15 ＋0.11 ＋0.08 ＋0.05 0

項 比準田 297㎡以上 99㎡以上
標準田 の状況 694㎡以上 99㎡未満

目 の状況 694㎡未満 297㎡未満

694㎡以上 0 － 0.03 － 0.10 － 0.20
面

297㎡以上
694㎡未満 ＋ 0.03 0 － 0.07 － 0.18

99㎡以上
積 297㎡未満 ＋ 0.11 ＋ 0.08 0 － 0.11

99㎡未満 ＋ 0.25 ＋ 0.21 ＋ 0.13 0

項 比準田 機械耕、畜 機械耕、畜 人力耕であ 人力耕によ 耕うんの難易は、農道の状態、田の形状、障害物の
標準田 の状況 力耕が容易 力耕ができ ればできる つてようや 有無、土性の状態等を総合的に考慮して判定するもの

目 の状況 にできる る くできる とする。

機械耕、畜力耕
が容易にできる 0 － 0.07 － 0.16 － 0.22

耕
う 機械耕、畜力耕
ん ができる ＋ 0.07 0 － 0.10 － 0.17
の
難 人力耕であれば
易 できる ＋ 0.19 ＋ 0.11 0 － 0.08

人力耕によつて
ようやくできる ＋ 0.29 ＋ 0.20 ＋ 0.08 0

項 比準田 はなはだし 災害の程度は､おおむね､過去５年間の災害の回数、
標準田 の状況 な い や や あ る 相当にある 災害による減収の状況等を考慮して判定するものとす

目 の状況 い る。

な い 1.00 0.90 0.80 0.70
災

や や あ る 1.11 1.00 0.89 0.78

相 当 に あ る 1.25 1.13 1.00 0.88
害

は な は だ し い 1.43 1.29 1.14 1.00
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別表第１の２ 畑の比準表
１ 各筆の畑の比準割合は、次の算式によつて求めるものとする。この場合において、各筆の畑の各項目の数値は、該当する「標準畑

の状況」欄に対応する「比準畑の状況」欄の数値によるものとする。
〔算式〕 比準割合＝（1.00＋日照の状況＋農地の傾斜＋保水・排水の良否）×（1.00＋面積＋耕うんの難易）×災害

２ 比準割合は、一枚の畑（耕作の単位となつている一枚の畑をいう。以下同様とする。）ごとに、この比準表を適用して求めるもの
とする。この場合において、一筆の畑を二枚以上に区分して利用しているときは、原則として、一枚ごとに求めた比準割合をそれぞ
れの面積によつて加重平均して、当該筆の畑の比準割合を求めるものとするが、中庸と認められる一枚の畑が得られる場合には、当
該一枚の畑について求めた比準割合によることができるものとする。

項 比準畑 よく日があ 多少日かげ かなり日か はなはだし
標準畑 の状況 く日かげに 判 定 基 準

目 の状況 たる になる げになる なる

日照の状況は、畑の中央部において、山､樹木､建物
日 よ く 日 が あ た る 0 － 0.04 － 0.08 － 0.12 等のひ蔭物によつて太陽光線が遮へいされる状況によ

り､おおむね､次の基準によつて判定するものとする｡
照 多 少 日 か げ に な よく日があたる････夏期における日照時間がおおむね

る ＋ 0.04 0 － 0.04 － 0.08 ９時間以上のとき
の 多少日かげになる････夏期における日照時間がおおむ

か な り 日 か げ に ね５時間以上９時間未満のとき
状 な る ＋ 0.09 ＋ 0.04 0 － 0.04 かなり日かげになる････夏期における日照時間がおお

むね３時間以上５時間未満のとき
況 は な は だ し く 日 はなはだしく日かげになる････夏期における日照時間

か げ に な る ＋ 0.14 ＋ 0.09 ＋ 0.05 0 がおおむね３時間未満のとき

項 比準畑 緩やかな傾 はなはだし 農地の傾斜は、農地自体の傾斜の程度により判定す
標準畑 の状況 な い 急 な 傾 斜 るものとする。この場合において、傾斜角度が５度程

目 の状況 斜 く急な傾斜 度までは傾斜がないものとし、はなはだしく急な傾斜
とは、傾斜角度が20度程度をこえる場合をいうものと
する。

農 な い 0 － 0.05 － 0.09 － 0.14

地
緩 や か な 傾 斜 ＋ 0.05 0 － 0.04 － 0.09

の

傾 急 な 傾 斜 ＋ 0.10 ＋ 0.04 0 － 0.05

斜 は な は だ し く 急
な 傾 斜 ＋ 0.16 ＋ 0.10 ＋ 0.06 0

項 比準畑 保水・排水の良否は、乾湿の状況、作付可能な作物
標準畑 の状況 極めて良好 普 通 や や 不 良 極めて不良 の種類の多寡を考慮して判定するものとする。

目 の状況

保 極 め て 良 好 0 － 0.05 － 0.11 － 0.18
水
・
排 普 通 ＋ 0.05 0 － 0.07 － 0.14
水
の
良 や や 不 良 ＋ 0.13 ＋ 0.08 0 － 0.08
否

極 め て 不 良 ＋ 0.22 ＋ 0.16 ＋ 0.08 0

項 比準畑 297㎡以上 99㎡以上
標準畑 の状況 694㎡以上 99㎡未満

目 の状況 694㎡未満 297㎡未満

694㎡以上 0 － 0.03 － 0.10 － 0.20
面

297㎡以上
694㎡未満 ＋ 0.03 0 － 0.07 － 0.18

99㎡以上
積 297㎡未満 ＋ 0.11 ＋ 0.08 0 － 0.11

99㎡未満 ＋ 0.25 ＋ 0.21 ＋ 0.13 0

項 比準畑 機械耕、畜 機械耕、畜 人力耕であ 人力耕によ 耕うんの難易は、農道の状態、畑の形状、障害物の
標準畑 の状況 力耕が容易 力耕ができ ればできる つてようや 有無、土性の状態等を総合的に考慮して判定するもの

目 の状況 にできる る くできる とする。

機 械 耕 、 畜 力 耕
が 容 易 に で き る 0 － 0.07 － 0.16 － 0.22

耕
う 機 械 耕 、 畜 力 耕
ん が で き る ＋ 0.07 0 － 0.10 － 0.17
の
難 人 力 耕 で あ れ ば
易 で き る ＋ 0.19 ＋ 0.11 0 － 0.08

人 力 耕 に よ つ て
よ う や く で き る ＋ 0.29 ＋ 0.20 ＋ 0.08 0

項 比準畑 はなはだし 災害の程度は､おおむね､過去５年間の災害の回数、
標準畑 の状況 な い や や あ る 相当にある 災害による減収の状況等を考慮して判定するものとす

目 の状況 い る。

な い 1.00 0.90 0.80 0.75
災

や や あ る 1.11 1.00 0.89 0.83

相 当 に あ る 1.25 1.13 1.00 0.94
害

は な は だ し い 1.33 1.20 1.07 1.00
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別表第２ 田又は畑の指定市町村表

（田）

都道府県名 市 町 村 名 都道府県名 市 町 村 名

北 海 道 美唄市 滋 賀 県 東近江市

青 森 県 つがる市 京 都 府 南丹市

岩 手 県 花巻市 大 阪 府 貝塚市

宮 城 県 遠田郡 美里町 兵 庫 県 小野市

秋 田 県 大仙市 奈 良 県 磯城郡 田原本町

山 形 県 酒田市 和 歌 山 県 橋本市

福 島 県 伊達郡 桑折町 鳥 取 県 鳥取市

茨 城 県 桜川市 島 根 県 大田市

栃 木 県 芳賀郡 芳賀町 岡 山 県 加賀郡 吉備中央町

群 馬 県 高崎市 広 島 県 安芸高田市

埼 玉 県 熊谷市 山 口 県 山口市

千 葉 県 香取郡 多古町 徳 島 県 阿南市

東 京 都 八王子市 香 川 県 三豊市

神 奈 川 県 平塚市 愛 媛 県 伊予市

新 潟 県 新潟市 高 知 県 高岡郡 四万十町

富 山 県 下新川郡 入善町 福 岡 県 朝倉市

石 川 県 能美市 佐 賀 県 小城市

福 井 県 南条郡 南越前町 長 崎 県 佐世保市

山 梨 県 南アルプス市 熊 本 県 上益城郡 益城町

長 野 県 松本市 大 分 県 宇佐市

岐 阜 県 大垣市 宮 崎 県 都城市

静 岡 県 袋井市 鹿 児 島 県 姶良郡 湧水町

愛 知 県 安城市 沖 縄 県 名護市

三 重 県 伊賀市
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（畑）

都道府県名 市 町 村 名 都道府県名 市 町 村 名

北 海 道 河東郡 音更町 滋 賀 県 野洲市

青 森 県 青森市 京 都 府 木津川市

岩 手 県 北上市 大 阪 府 岸和田市

宮 城 県 大崎市 兵 庫 県 豊岡市

秋 田 県 横手市 奈 良 県 宇陀市

山 形 県 米沢市 和 歌 山 県 伊都郡 かつらぎ町

福 島 県 西白河郡 矢吹町 鳥 取 県 東伯郡 北栄町

茨 城 県 桜川市 島 根 県 雲南市

栃 木 県 下野市 岡 山 県 加賀郡 吉備中央町

群 馬 県 高崎市 広 島 県 尾道市

埼 玉 県 深谷市 山 口 県 美祢市

千 葉 県 茂原市 徳 島 県 吉野川市

東 京 都 武蔵村山市 香 川 県 三豊市

神 奈 川 県 海老名市 愛 媛 県 西条市

新 潟 県 新潟市 高 知 県 高岡郡 四万十町

富 山 県 富山市 福 岡 県 朝倉市

石 川 県 加賀市 佐 賀 県 伊万里市

福 井 県 大野市 長 崎 県 雲仙市

山 梨 県 甲州市 熊 本 県 菊池郡 菊陽町

長 野 県 塩尻市 大 分 県 豊後大野市

岐 阜 県 不破郡 垂井町 宮 崎 県 東諸県郡 国富町

静 岡 県 掛川市 鹿 児 島 県 肝属郡 錦江町

愛 知 県 西尾市 沖 縄 県 中頭郡 中城村

三 重 県 亀山市
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地　積 補　正　率

300㎡未満 1.00

300㎡以上
地積×0.50＋150

 地積

別表第２の２ 田園住居地域内市街化区域農地補正率表
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別表第３ 画地計算法

１ 画地計算法

各筆の宅地の評点数は、各筆の宅地の立地条件に基づき、路線価を基礎とし、次に掲げる画地

計算法を適用して求めた評点数によつて付設するものとする。

(1) 奥行価格補正割合法 (2) 側方路線影響加算法

(3) 二方路線影響加算法 (4) 不整形地、無道路地、間口が狭小な宅地等評点算出法

２ 画地の認定

各筆の宅地の評点数は、一画地の宅地ごとに画地計算法を適用して求めるものとする。この場

合において、一画地は、原則として、土地課税台帳又は土地補充課税台帳に登録された一筆の宅

地によるものとする。ただし、一筆の宅地又は隣接する二筆以上の宅地について、その形状、利

用状況等からみて、これを一体をなしていると認められる部分に区分し、又はこれらを合わせる

必要がある場合においては、その一体をなしている部分の宅地ごとに一画地とする。

３ 奥行価格補正割合法

宅地の価額は、道路からの奥行が長くなるにしたがつて、また、奥行が著しく短くなるにした

がつて漸減するものであるので、その一方においてのみ路線に接する画地については、路線価に

当該画地の奥行距離に応じ「奥行価格補正率表」（附表１）によつて求めた当該画地の奥行価格

補正率を乗じて単位地積当たり評点数を求め、これに当該画地の地積を乗じてその評点数を求め

るものとする。

例題１ 普通商業地区における路線価 1,000点の場合の計算例

奥行35メートルの場
(路線価) 合の奥行価格補正率

１平方メートル当たり
＝1,000 × 0.97

評 点 数

＝970

(１平方メートル当たり評点数) (地積)

評 点 数＝970 ×(20×35)

＝679,000

４ 側方路線影響加算法

正面と側方に路線がある画地（以下「角地」という。）の価額は、側方路線（路線価の低い方

の路線をいう。以下同様とする。）の影響により、正面路線（路線価の高い方の路線をいう。以

下同様とする。）のみに接する画地の価額よりも高くなるものであるので、角地については、当

該角地の正面路線から計算した単位地積当たり評点数に、側方路線影響加算率によつて補正する

単位地積当たり評点数を加算して単位地積当たり評点数を求め、これに当該画地の地積を乗じて

その評点数を求めるものとする。この場合において、加算すべき単位地積当たり評点数は、側方

路線を正面路線とみなして計算した単位地積当たり評点数を「側方路線影響加算率表」（附表

２）によつて求めた側方路線影響加算率によつて補正する評点数によるものとする。

例題２ 普通商業地区における正面路線価 1,000点、側方路線価 900点の場合の計算例

奥行35メートルの場
(正面路線価) 合の奥行価格補正率

(1) 基本１平方メートル
＝1,000 × 0.97

当 た り 評 点 数

＝970

奥行20メートルの場 側方路線影
(側方路線価) 合の奥行価格補正率 響加算率

(2) 加算１平方メートル
＝900 × 1.00 × 0.08

当 た り 評 点 数

＝72
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(1) (2)

(3) １平方メートル当たり＝970 ＋ 72評 点 数

＝1,042

(１平方メートル当たり評点数) (地積)

(4) 評 点 数＝1,042 ×(20×35)

＝729,400

例題３ 普通商業地区における正面路線価 500点、側方路線価 400点の準角地（一系統の路線
の屈折部の内側に位置する例題図のような画地をいうものとする。）の計算例

奥行20メートルの場
(正面路線価) 合の奥行価格補正率

(1) 基本１平方メートル＝500 × 1.00当 た り 評 点 数

＝500

奥行35メートルの場 側方路線影
(側方路線価) 合の奥行価格補正率 響加算率

(2) 加算１平方メートル＝400 × 0.97 × 0.04当 た り 評 点 数

＝16

(1) (2)

(3) １平方メートル当たり＝500 ＋ 16評 点 数

＝516

(１平方メートル当たり評点数) (地積)

(4) 評 点 数＝516 ×(35×20)

＝361,200

５ 二方路線影響加算法
正面と裏面に路線がある画地（以下「二方路線地」という。）の価額は、裏路線（路線価の低

い方の路線をいう。以下同様とする。）の影響により、正面路線のみに接する画地の価額よりも
高くなるものであるので、二方路線地については、正面路線から計算した単位地積当たり評点数
に、二方路線影響加算率によつて補正する単位地積当たり評点数を加算して単位地積当たり評点
数を求め、これに当該画地の地積を乗じてその評点数を求めるものとする。この場合において、
加算すべき単位地積当たり評点数は、裏路線を正面路線とみなして計算した単位地積当たり評点
数を「二方路線影響加算率表」（附表３）によつて求めた二方路線影響加算率によつて補正する
評点数によるものとする。

例題４ 普通商業地区における正面路線価 1,000点、裏路線価 900点の場合の計算例

奥行35メートルの場
(正面路線価) 合の奥行価格補正率

(1) 基本１平方メートル＝1,000 × 0.97当 た り 評 点 数

＝970

奥行35メートルの場 二方路線影
(裏路線価) 合の奥行価格補正率 響加算率

(2) 加算１平方メートル＝900 × 0.97 × 0.05当 た り 評 点 数

＝44

(1) (2)

(3) １平方メートル当たり＝970 ＋ 44評 点 数

＝1,014

(１平方メートル当たり評点数) (地積)

(4) 評 点 数＝1,014 ×(20×35)

＝709,800
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６ 三方又は四方において路線に接する画地の評点算出法
三方又は四方において路線に接する画地は、側方路線影響加算法及び二方路線影響加算法を併

用して当該画地の単位地積当たり評点数を求め、これに当該画地の地積を乗じてその評点数を求
めるものとする。

例題５ 普通商業地区における正面路線価 1,000点、側方路線価 900点、裏路線価 800点の場
合の計算例

奥行35メートルの場
(正面路線価) 合の奥行価格補正率

(1) 基本１平方メートル＝1,000 × 0.97当 た り 評 点 数

＝970

奥行20メートルの場 側方路線影
(側方路線価) 合の奥行価格補正率 響加算率

(2) 側方路線加算１平方＝900 × 1.00 × 0.08メートル当たり評点数

＝72

奥行35メートルの場 二方路線影
(裏路線価) 合の奥行価格補正率 響加算率

(3) 二方路線加算１平方＝800 × 0.97 × 0.05メートル当たり評点数

＝39

(1) (2) (3)

(4) １平方メートル当たり＝970 ＋ 72 ＋ 39評 点 数

＝1,081

(１平方メートル当たり評点数) (地積)

(5) 評 点 数＝1,081 ×(20×35)

＝756,700

例題６ 普通商業地区における正面路線価 1,000点、側方路線価 900点及び 800点の場合の計
算例

奥行35メートルの場
(正面路線価) 合の奥行価格補正率

(1) 基本１平方メートル＝1,000 × 0.97当 た り 評 点 数

＝970

奥行20メートルの場 側方路線影
(側方路線価) 合の奥行価格補正率 響加算率

(2) 側方路線加算１平方＝900 × 1.00 × 0.08メートル当たり評点数

＝72

奥行20メートルの場 側方路線影
(側方路線価) 合の奥行価格補正率 響加算率

(3) 側方路線加算１平方＝800 × 1.00 × 0.08メートル当たり評点数

＝64

(1) (2) (3)

(4) １平方メートル当たり＝970 ＋ 72 ＋ 64評 点 数

＝1,106

(１平方メートル当たり評点数) (地積)

(5) 評 点 数＝1,106 ×(20×35)

＝774,200
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例題７ 普通商業地区における正面路線価 1,000点、側方路線価 900点及び 800点、裏路線価
850点の場合の計算例

奥行35メートルの場
(正面路線価) 合の奥行価格補正率

(1) 基本１平方メートル＝1,000 × 0.97当 た り 評 点 数

＝970

奥行20メートルの場 側方路線影
(側方路線価) 合の奥行価格補正率 響加算率

(2) 側方路線加算１平方＝900 × 1.00 × 0.08メートル当たり評点数

＝72

奥行20メートルの場 側方路線影
(側方路線価) 合の奥行価格補正率 響加算率

(3) 側方路線加算１平方＝800 × 1.00 × 0.08メートル当たり評点数

＝64

奥行35メートルの場 二方路線影
(裏路線価) 合の奥行価格補正率 響加算率

(4) 二方路線加算１平方＝850 × 0.97 × 0.05メートル当たり評点数

＝41

(1) (2) (3) (4)

(5) １平方メートル当たり＝970 ＋ 72 ＋ 64 + 41評 点 数

＝1,147

(１平方メートル当たり評点数) (地積)

(6) 評 点 数＝1,147 ×(20×35)

＝802,900

７ 不整形地、無道路地、間口が狭小な宅地等評点算出法
不整形地（三角地及び逆三角地を含む。以下同様とする。）、無道路地（路線に接しない画地

をいう。以下同様とする。）、間口が狭小な宅地等については、その形状等に応じ、次によつて
評点数を求めるものとする。
(1) 不整形地の評点算出法

① 不整形地の価額については、整形地に比して一般に低くなるものであるので、奥行価格
補正割合法等によつて計算した単位当たり評点数に「不整形地補正率表」（附表４）によ
つて求めた不整形地補正率を乗じて当該不整形地の単位地積当たり評点数を求めるものと
する。

この場合において、当該画地が「間口狭小補正率表」（附表５）、「奥行長大補正率
表」（附表６）の適用があるときは、間口狭小補正率、奥行長大補正率、両補正率を乗じ
た結果の率、間口狭小補正率と不整形地補正率を乗じた結果の率及び不整形地補正率のう
ち、補正率の小なる率（下限0.60）を乗じて評点数を求めるものとする。

② なお、奥行価格補正割合法の適用に当たつては、その画地の不整形の程度、位置及び地
積の大小に応じ、次のいずれかの方法によつて求めることとする。
ア 次の図の例のように、不整形地を区分して整形地が得られるときは、その区分して得

られた整形地について評点数を求める。

線 不 整 形 地

線 整形地に区分した線
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イ 次の図のような不整形地については、不整形地の地積をその間口距離で除して得た計
算上の奥行距離を基礎として評点数を求める。

ウ 次のような不整形地については、これに近似する整形地について評点数を求める。

例題８ 普通商業地区における路線価 1,000点の場合の計算例

本図の場合においては、面積は350平方メートルであり、間口距離は20メートルであるから、
平均的な奥行距離は17.5メートルである。想定整形地面積は 700平方メートルであるから、不
整形地補正率は0.80である。

(路線価) (奥行価格補正率) (不整形地補正率)

(1) １平方メートル当たり＝1,000 × 1.00 × 0.80評 点 数

＝800

(１平方メートル当たり評点数) (地積)

1(2) 評 点 数＝800 ×(20×35× )2

＝280,000

例題９ 普通商業地区における路線価 1,000点の場合の計算例

本図の場合においては、面積は550平方メートルであり、間口距離は10メートルであるから、
平均的な奥行距離は55メートルであるが、想定整形地の奥行が35メートルであるから、この場
合は35メートルとする。想定整形地面積は 700平方メートルであるから、不整形地補正率は
0.96である。

(路線価) (不整形地補正率)

(1) １平方メートル当たり＝1,000 ×

(奥行価格補正率) 

0.97 × 0.96評 点 数

＝931

(2) 評 点

(１平方メートル当たり評点数) (地積)

数＝931    ×550

＝512,050
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例題10 普通商業地区における正面路線価 1,000点、側方路線価 900点の場合の計算例

本図の場合においては、例題２にならつて計算した評点数について例題８にならつて補正を

行うものである。

(正面路線価) (奥行価格補正率)

(1) 基本１平方メートル
＝1,000 × 1.00

当 た り 評 点 数

＝1,000

側方路線影
(側方路線価) (奥行価格補正率) 響加算率

(2) 加算１平方メートル
＝900 × 0.99 × 0.08

当 た り 評 点 数

＝71

(1) (2) (不整形地補正率)

(3) １平方メートル当たり
＝(1,000 ＋ 71) × 0.80

評 点 数

＝857

(１平方メートル当たり評点数) (地積)

1(4) 評 点 数＝857 ×(20×35× )2

＝299,950

例題11 普通商業地区における正面路線価 1,000点、側方路線価 900点の場合の計算例

本図の場合においては、例題２にならつて計算した評点数について例題８にならつて補正を

行うものである。

(正面路線価) (奥行価格補正率)

(1) 基本１平方メートル
＝1,000 × 1.00

当 た り 評 点 数

＝1,000

側方路線影
(側方路線価) (奥行価格補正率) 響加算率

(2) 加算１平方メートル
＝900 × 0.97 × 0.08

当 た り 評 点 数

＝70

(1) (2) (不整形地補正率)

(3) １平方メートル当たり
＝(1,000 ＋ 70) × 0.80

評 点 数

＝856

(１平方メートル当たり評点数) (地積)

1(4) 評 点 数＝856 ×(20×35× )2

＝299,600

(2) 無道路地の評点算出法

原則として、当該無道路地を利用する場合において、その利用上最も合理的であると認め

られる路線の路線価に奥行価格補正率表（附表１）によつて求めた補正率、通路開設補正率

表（附表９）によつて求めた補正率及びその無道路地の近傍の宅地との均衡を考慮して定め

る無道路地補正率（下限0.60）を乗じて１平方メートル当たりの評点数を求め、これに当該

無道路地の地積を乗じてその評点数を求めるものとする。

※ 奥行価格補正率及び通路開設補正率の適用に当たつての奥行のとり方は下図によるものと
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する。

道 路

近い奥行

遠い奥行

無道路地

(3) 間口が狭小な宅地等の評点算出法

間口が狭小な画地又は奥行が長大な画地（不整形地及び無道路地は除く。）については、

それぞれ「間口狭小補正率表」（附表５）又は「奥行長大補正率表」（附表６）によつて求

めた補正率によつて、その評点数を補正するものとする。この場合において、画地の地積が

大きい場合等にあつては近傍の宅地の価格との均衡を考慮し、それぞれの補正率表に定める

補正率を修正して適用するものとする。

がけ地等で、通常の用途に供することができないものと認定される部分を有する画地につ

いては、当該画地の総地積に対するがけ地部分等通常の用途に供することができない部分の

割合によつて、「がけ地補正率表」（附表７）を適用して求めた補正率によつて、その評点

数を補正するものとする。
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附表１ 奥行価格補正率表

地区区分 高度商業地区 普通商業地区 普通住宅地区

繁 華 街 地 区 中小工場地区 大 工 場 地 区

奥行距離(メートル) Ⅰ Ⅱ 併用住宅地区 家内工業地区

4未満 0.90 0.90 0.90 0.90 0.90 0.85 0.85

4以上 6未満 0.92 0.92 0.92 0.92 0.92 0.90 0.90

6以上 8未満 0.93 0.94 0.95 0.95 0.95 0.93 0.93

8以上 10未満 0.94 0.96 0.97 0.97 0.97 0.95 0.95

10以上 12未満 0.95 0.98 0.99 0.99 1.00 0.96 0.96

12以上 14未満 0.96 0.99 1.00 1.00 0.97 0.97

14以上 16未満 0.97 1.00 0.98 0.98

16以上 20未満 0.98 0.99 0.99

20以上 24未満 0.99 1.00 1.00

24以上 28未満 1.00 0.97

28以上 32未満 0.98 0.95

32以上 36未満 0.96 0.97 0.93

36以上 40未満 0.94 0.95 0.92

40以上 44未満 0.92 0.93 0.91

44以上 48未満 0.90 0.91 0.90

48以上 52未満 0.99 0.88 0.89 0.89

52以上 56未満 0.98 0.87 0.88 0.88

56以上 60未満 0.97 0.86 0.87 0.87

60以上 64未満 0.96 0.85 0.86 0.86 0.99

64以上 68未満 0.95 0.84 0.85 0.85 0.98

68以上 72未満 0.94 0.83 0.84 0.84 0.97

72以上 76未満 0.99 0.93 0.82 0.83 0.83 0.96

76以上 80未満 0.98 0.92 0.81 0.82

80以上 84未満 0.97 0.90 0.80 0.81 0.82 0.93

84以上 88未満 0.96 0.88 0.80

88以上 92未満 0.95 0.86 0.81 0.90

92以上 96未満 0.94 0.84

96以上 100未満 0.92 0.82

100以上 0.90 0.80 0.80
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附表２ 側方路線影響加算率表 附表３ 二方路線影響加算率表

加 算 率

地 区 区 分 地 区 区 分 加 算 率

角地の場合 準角地の場合

高度商業地区(Ⅰ、Ⅱ) 高度商業地区(Ⅰ、Ⅱ)

0.10 0.05 0.07

繁 華 街 地 区 繁 華 街 地 区

普 通 商 業 地 区 普 通 商 業 地 区

0.08 0.04 0.05

併 用 住 宅 地 区 併 用 住 宅 地 区

普 通 住 宅 地 区 普 通 住 宅 地 区

家 内 工 業 地 区 0.03 0.02 家 内 工 業 地 区 0.02

中 小 工 場 地 区 中 小 工 場 地 区

大 工 場 地 区

大 工 場 地 区 0.02 0.01

附表４ 不整形地補正率表

地区区分 高度商業地区(Ⅰ、Ⅱ)、 普通住宅地区
繁華街地区、普通商業地区、

蔭地割合 併用住宅地区、中小工場地区 家内工業地区

10％未満 １．００ １．００

10％以上20％未満 ０．９８ ０．９６

20％以上30％未満 ０．９６ ０．９２

30％以上40％未満 ０．９２ ０．８８

40％以上50％未満 ０．８７ ０．８２

50％以上60％未満 ０．８０ ０．７２

60％以上 ０．７０ ０．６０

（注１） 蔭地割合の求め方は、評価対象画地を囲む、正面路線に面する矩形又は正方形の土地（以下「想定整形地」とい

う。）の地積を算出し、次の算式により「蔭地割合」を算出する。

想定整形地の地積－評価対象画地の地積
「蔭地割合」＝

想定整形地の地積

（注２） 不整形地補正率表を運用するに当たつて、画地の地積が大きい場合等にあつては、近傍の宅地の価額との均衡を考慮

し、不整形地補正率を修正して適用するものとする。

（注３） 蔭地割合方式によらない場合の不整形地補正率の適用に当たつては、当該画地が所在する用途地区の標準的な画地の

形状・規模からみて、不整形度（「普通」から「極端に不整形」まで）を判断して、次の表により、不整形地補正率を

定めることができるものとする。

地区区分 高度商業地区(Ⅰ、Ⅱ)、 普通住宅地区

繁華街地区、普通商業地区、

不整形度 併用住宅地区、中小工場地区 家内工業地区

普 通 １．００ １．００

や や 不 整形 ０．９５ ０．９０

不 整 形 ０．８５ ０．８０

相当に不整形 ０．８０ ０．７０

極端に不整形 ０．７０ ０．６０
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附表５ 間口狭小補正率表

地区区分 普通商業地区 普通住宅地区
高度商業地区Ⅰ 高度商業地区Ⅱ 繁 華 街 地 区 中小工場地区 大 工 場 地 区

間口距離(メートル) 併用住宅地区 家内工業地区

4未満 0.80 0.85 0.90 0.90 0.90 0.80 0.80

4以上 6未満 0.85 0.94 1.00 0.97 0.94 0.85 0.85

6以上 8未満 0.90 0.97 1.00 0.97 0.90 0.90

8以上 10未満 0.95 1.00 1.00 0.95 0.95

10以上 16未満 0.97 1.00 0.97

16以上 22未満 0.98 0.98

22以上 28未満 0.99 0.99

28以上 1.00 1.00

附表６ 奥行長大補正率表

地区区分 高度商業地区Ⅱ

繁 華 街 地 区 普通住宅地区
高度商業地区Ⅰ 中小工場地区 大 工 場 地 区

奥行距離 普通商業地区 家内工業地区

間口距離 併用住宅地区

２未満 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

２以上 ３未満 0.98

３以上 ４未満 0.99 0.96 0.99

４以上 ５未満 0.98 0.94 0.98

５以上 ６未満 0.96 0.92 0.96

６以上 ７未満 0.94 0.90 0.94

７以上 ８未満 0.92 0.92

８以上 0.90 0.90

附表７ がけ地補正率表

がけ地地積
0.10以上0.20未満 0.20以上0.30未満 0.30以上0.40未満 0.40以上0.50未満 0.50以上0.60未満

総 地 積

補 正 率 0.95 0.90 0.85 0.80 0.75

がけ地地積
0.60以上0.70未満 0.70以上0.80未満 0.80以上0.90未満 0.90 以 上

総 地 積

補 正 率 0.70 0.65 0.60 0.55
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附表８ 削 除

附表９ 通路開設補正率表

奥 行 １０ｍ超 ２０ｍ超
１０ｍ以下 ３０ｍ超

(近い奥行) ２０ｍ以下 ３０ｍ以下

補正率 ０．９ ０．８ ０．７ ０．６
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別表第４ 宅地の比準表

１ 各筆の宅地の比準割合は、次の算式によつて求めるものとする。この場合において、各筆の宅

地の「奥行による比準割合」の数値は、該当する「状況類似地区の状況」ごとの「標準宅地の状

況」欄に対応する「比準宅地の状況」欄の数値によるものとする。

〔算 式〕

比準割合＝奥行による比準割合×形状等による比準割合×その他の比準割合

２ 各筆の宅地の比準割合は、一画地の宅地ごとに、附表１を適用して求めるものとする。この場

合において、一画地は、原則として、土地課税台帳又は土地補充課税台帳に登録された一筆の宅

地によるものとする。ただし、一筆の宅地又は隣接する二筆以上の宅地について、その形状、利

用状況等からみて、これを一体をなしていると認められる部分に区分し、又はこれらを合わせる

必要がある場合においては、その一体をなしている部分の宅地ごとに一画地とする。
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附表１

項 比準宅地の状況 奥行が 28 メ 奥行が 28 メ 奥行が 36 メ 奥行が 48 メ 奥行が 64 メ

ートルをこえ ートルをこえ ートルをこえ
状況類似地区の状況 ートル以内の ートルをこえ

36 メートル 48 メートル 64 メートル

目 標準宅地の状況 の場合 以内の場合 以内の場合 以内の場合 る場合

奥行が 28 メートル以内の
１．００ ０．９５ ０．９０ ０．８５ ０．８０

場合

奥

奥行が 28 メートルをこえ
１．０５ １．００ ０．９５ ０．８９ ０．８４

36 メートル以内の場合

商店が相当連たんし 奥行が 36 メートルをこえ
１．１１ １．０６ １．００ ０．９４ ０．８９

行 ているとき 48 メートル以内の場合

奥行が 48 メートルをこえ
１．１８ １．１２ １．０６ １．００ ０．９４

64 メートル以内の場合

に 奥行が 64 メートルをこえ
１．２５ １．１９ １．１３ １．０６ １．００

る場合

比準宅地の状況 奥行が 28 メ 奥行が 28 メ 奥行が 36 メ 奥行が 48 メ

ートルをこえ ートルをこえ
よ 状況類似地区の状況 ートル以内の ートルをこえ

36 メートル 48 メートル

標準宅地の状況 の場合 以内の場合 以内の場合 る場合

奥行が 28 メートル以内の
１．００ ０．９５ ０．９０ ０．８５

る 場合

奥行が 28 メートルをこえ
１．０５ １．００ ０．９５ ０．８９

専用住宅が相当連た 36 メートル以内の場合

比

んしているとき 奥行が 36 メートルをこえ
１．１１ １．０６ １．００ ０．９４

48 メートル以内の場合

奥行が 48 メートルをこえ
１．１８ １．１２ １．０６ １．００

準 る場合

比準宅地の状況 奥行が 36 メ 奥行が 36 メ

状況類似地区の状況 ートル以内の ートルをこえ

割 標準宅地の状況 場合 る場合

奥行が 36 メートル以内の
１．００ ０．９５

家屋の連たん度が低 場合

合 いとき 奥行が 36 メートルをこえ
１．０５ １．００

る場合

形
状 標準宅地と比準宅地の形状等の相違に応じ、次に掲げる率の範囲内において適宜その加減すべき率を求め、こ
等 れを1.00に加減して求めるものとする。この場合において、例えば、標準宅地が整形地で比準宅地が不整形地で
に ある場合等においては、次に掲げる率を1.00より減じ、標準宅地が不整形地で比準宅地が整形地である場合等に
よ おいては、次に掲げる率を1.00に加えるものとする。
る (1) 不整形地にあつては 0.40
比 (2) 奥行距離の間口距離に対する割合が４以上の場合にあつては 0.10
準 (3) 間口距離が８メートル未満の場合にあつては 0.10
割
合

そ比
の準 比準宅地又は標準宅地が角地、二方路線地等である場合、その沿接する道路の状況が相違する場合等で必要が
他割 あるときは、その相違を考慮し、実情に応じ適宜比準割合を求めるものとする。
の合
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附表２ 削 除
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別表第５ 削 除
別表第６及び附表 削 除

別表第７の１ 山林の比準表
各筆の山林の比準割合は、次の算式によつて求めるものとする。この場合において、岩石地、崩壊地等を含む山林については、その実情に応

じ、当該比準割合を補正するものとする。

〔算 式〕

比準割合＝（「比準山林の中央部とその搬出地点との標高差」－「標準山林の中央部とその搬出地点との標高差」に応ずる比準割合）±比準山

林と標準山林の搬出道路の距離の相違による補正

「比準山林の中央 (備考)

部とその搬出地点 50 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500 550 600 650 700 750 800 搬出地

との標高差｣－｢標 未満 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 点は、林

準山林の中央部と 産物が通

その搬出地点との 100 150 200 250 300 350 400 450 500 550 600 650 700 750 800 常搬出さ

標高差」 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 れる支線

（メートル） 道路（支

線道路が

比 準 割 合 1.00 0.95 0.90 0.85 0.80 0.75 0.70 0.65 0.60 0.55 0.50 0.45 0.40 0.35 0.30 0.25 0.20 なく直接

幹線道路

「比準山林の中央 に搬出さ

部とその搬出地点 -50 -50 -100 -150 -200 -250 -300 -350 -400 -450 -500 -550 -600 -650 -700 -750 -800 れるとき

との標高差｣－｢標 未満 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 は幹線道

準山林の中央部と 路）の地

その搬出地点との -100 -150 -200 -250 -300 -350 -400 -450 -500 -550 -600 -650 -700 -750 -800 点による

標高差」 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 ものとす

（メートル） る。

比 準 割 合 1.00 1.05 1.11 1.18 1.25 1.33 1.43 1.54 1.67 1.82 2.00 2.22 2.50 2.86 3.33 4.00 5.00

比準山林と標準山 （１） 比準山林の支線道路（幹線道路以外の道路で牛馬車又はそりの通 (備考)

林の搬出道路の距 行できる道路並びに管流路をいう｡)の距離が、標準山林の支線道路 支線道路の距離は、当該山林

離の相違による補 の路線より の搬出地点から幹線道路（幹線

正 ア 長い場合は、距離の差が１キロメートルをこえるごとに0.02を減じ 道路がないときは、林産物の主

イ 短かい場合は、距離の差が１キロメートルをこえるごとに0.02を 要集荷地）までの距離によるも

加える。 のとする。

（２） 比準山林の幹線道路（幅員 2.5メートル以上の自動車道、森林鉄 幹線道路の距離は、当該山林

道、固定施設としての軌道及び筏流路をいう。）の距離が標準山林の の林産物が通常搬出される幹線

幹線道路の距離より 道路の地点から林産物の主要集

ア 長い場合は、距離の差が４キロメートルをこえるごとに0.02を減じ 荷地までの距離によるものとす

イ 短かい場合は、距離の差が４キロメートルをこえるごとに0.02を る。

加える。
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別表第７の２ 山林の指定市町村表

都道府県名 市 町 村 名 都道府県名 市 町 村 名

北 海 道 北見市 滋 賀 県 甲賀市

青 森 県 十和田市 京 都 府 船井郡 京丹波町

岩 手 県 花巻市 大 阪 府 河内長野市

宮 城 県 登米市 兵 庫 県 美方郡 新温泉町

秋 田 県 由利本荘市 奈 良 県 吉野郡 川上村

山 形 県 最上郡 金山町 和 歌 山 県 有田郡 有田川町

福 島 県 東白川郡 棚倉町 鳥 取 県 八頭郡 八頭町

茨 城 県 常陸大宮市 島 根 県 安来市

栃 木 県 鹿沼市 岡 山 県 苫田郡 鏡野町

群 馬 県 甘楽郡 下仁田町 広 島 県 廿日市市

埼 玉 県 秩父市 山 口 県 山口市

千 葉 県 夷隅郡 大多喜町 徳 島 県 那賀郡 那賀町

東 京 都 西多摩郡 奥多摩町 香 川 県 仲多度郡 まんのう町

神 奈 川 県 南足柄市 愛 媛 県 西条市

新 潟 県 村上市 高 知 県 吾川郡 仁淀川町

富 山 県 氷見市 福 岡 県 八女市

石 川 県 七尾市 佐 賀 県 嬉野市

福 井 県 福井市 長 崎 県 大村市

山 梨 県 南巨摩郡 南部町 熊 本 県 菊池市

長 野 県 佐久市 大 分 県 竹田市

岐 阜 県 郡上市 宮 崎 県 日南市

静 岡 県 浜松市 鹿 児 島 県 曽於市

愛 知 県 豊田市 沖 縄 県 国頭郡 国頭村

三 重 県 松阪市
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別表第７の３ 小規模な鉄道施設を有する建物
複合利用建物のうち運送の用に供する部分が次の表に定める基準に該当するもの（運送以

外の用に供する部分の合計床面積が250平方メートル未満の建物を除く。）を「小規模な鉄
道施設を有する建物」とする。

当該建物の延べ床面積 運送の用に供する部分の合計床面積等

50,000㎡以上 2,500㎡未満

40,000㎡以上50,000㎡未満 2,000㎡未満

30,000㎡以上40,000㎡未満 1,500㎡未満

20,000㎡以上30,000㎡未満 1,000㎡未満

10,000㎡以上20,000㎡未満 500㎡未満

5,000㎡以上10,000㎡未満 250㎡未満

2,000㎡以上 5,000㎡未満 100㎡未満

2,000㎡未満 50㎡未満

(注) 「運送の用に供する部分の合計床面積等」には、建物の屋上部分及び建物がその上に
ある人工地盤等の下の部分のうち、運送の用に供する部分の面積を含む。
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別表第７の４ 大規模工場用地規模格差補正率表

比準宅地の面積

(平方メートル)

20万 20万超 25万超 30万超 40万超 50万超 60万超 70万超 80万超 90万超 100万超 120万超 140万超 160万超 180万超 200万超

25万以下 30万以下 40万以下 50万以下 60万以下 70万以下 80万以下 90万以下 100万以下 120万以下 140万以下 160万以下 180万以下 200万以下

標準宅地の面積

(平方メートル)

20万 1.00 0.98 0.96 0.94 0.92 0.90 0.89 0.88 0.87 0.86 0.85 0.84 0.83 0.82 0.81 0.80

20万超

25万以下 1.02 1.00 0.98 0.96 0.94 0.92 0.91 0.90 0.89 0.88 0.87 0.86 0.85 0.84 0.83 0.82

25万超

30万以下 1.04 1.02 1.00 0.98 0.96 0.94 0.93 0.92 0.91 0.90 0.89 0.87 0.86 0.85 0.84 0.83

30万超

40万以下 1.06 1.04 1.02 1.00 0.98 0.96 0.95 0.94 0.93 0.91 0.90 0.89 0.88 0.87 0.86 0.85

40万超

50万以下 1.09 1.07 1.04 1.02 1.00 0.98 0.97 0.96 0.95 0.93 0.92 0.91 0.90 0.89 0.88 0.87

50万超

60万以下 1.11 1.09 1.07 1.04 1.02 1.00 0.99 0.98 0.97 0.96 0.94 0.93 0.92 0.91 0.90 0.89

60万超

70万以下 1.12 1.10 1.08 1.06 1.03 1.01 1.00 0.99 0.98 0.97 0.96 0.94 0.93 0.92 0.91 0.90

70万超

80万以下 1.14 1.11 1.09 1.07 1.05 1.02 1.01 1.00 0.99 0.98 0.97 0.95 0.94 0.93 0.92 0.91

80万超

90万以下 1.15 1.13 1.10 1.08 1.06 1.03 1.02 1.01 1.00 0.99 0.98 0.97 0.95 0.94 0.93 0.92

90万超

100万以下 1.16 1.14 1.12 1.09 1.07 1.05 1.03 1.02 1.01 1.00 0.99 0.98 0.97 0.95 0.94 0.93

100万超

120万以下 1.18 1.15 1.13 1.11 1.08 1.06 1.05 1.04 1.02 1.01 1.00 0.99 0.98 0.96 0.95 0.94

120万超

140万以下 1.19 1.17 1.14 1.12 1.10 1.07 1.06 1.05 1.04 1.02 1.01 1.00 0.99 0.98 0.96 0.95

140万超

160万以下 1.20 1.18 1.16 1.13 1.11 1.08 1.07 1.06 1.05 1.04 1.02 1.01 1.00 0.99 0.98 0.96

160万超

180万以下 1.22 1.20 1.17 1.15 1.12 1.10 1.09 1.07 1.06 1.05 1.04 1.02 1.01 1.00 0.99 0.98

180万超

200万以下 1.23 1.21 1.19 1.16 1.14 1.11 1.10 1.09 1.07 1.06 1.05 1.04 1.02 1.01 1.00 0.99

200万超 1.25 1.23 1.20 1.18 1.15 1.13 1.11 1.10 1.09 1.08 1.06 1.05 1.04 1.03 1.01 1.00
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第２章 家屋

第１節 通則

一 家屋の評価

家屋の評価は、木造家屋及び木造家屋以外の家屋（以下「非木造家屋」という。）の区分に従い、各個の家屋に

ついて評点数を付設し、当該評点数に評点一点当たりの価額を乗じて各個の家屋の価額を求める方法によるもの

とする。

二 評点数の付設

各個の家屋の評点数は、当該家屋の再建築費評点数を基礎とし、これに家屋の損耗の状況による減点を行つて

付設するものとする。この場合において、家屋の状況に応じ必要があるものについては、さらに家屋の需給事情

による減点を行うものとする。

三 評点一点当たりの価額の決定及び提示平均価額の算定

１ 評点一点当たりの価額の決定

評点一点当たりの価額は、木造家屋又は非木造家屋の提示平均価額に木造家屋又は非木造家屋の総床面積を

乗じ、これをその付設総評点数（第２節又は第３節によつて付設した各個の木造家屋又は非木造家屋の評点数

を合計した総評点数をいう。）で除して得た額に基づいて市町村長が決定するものとする。この場合において、

提示平均価額は、道府県庁所在の市及び東京都特別区（以下本章において「指定市」という。）にあつては、総

務大臣が算定し、都道府県知事及び指定市の長に通知するものによるものとし、指定市以外の市町村にあつて

は、指定市の提示平均価額を参考として都道府県知事が算定し、市町村長に通知するものによるものとする。

２ 指定市の提示平均価額の算定

総務大臣は、木造家屋又は非木造家屋の別に、次により、指定市の家屋の総評価見込額を算出し、これをそ

の総床面積で除して、指定市の家屋の提示平均価額を算定するものとする。

(1) 指定市の長は、当該市に所在する家屋を構造、程度等の別に区分し、それぞれの区分ごとに標準的な家屋

を基準家屋として選定するものとする。

(2) 指定市の長は、基準家屋について固定資産評価基準によつて付設した評点数及び当該基準家屋の前年度の

評価額その他総評価見込額の算定において必要な事項を総務大臣に報告するものとする。

(3) 総務大臣は、指定市の長が報告した基準家屋の評点数について検討し、その検討の結果に基づき、市町村

間の評価の均衡上必要があると認めるときは、当該評点数について所要の調整を行うものとする。

(4) 総務大臣は、指定市に所在する家屋について、次により、在来分の家屋（新増分の家屋以外の家屋をい

う。）及び新増分の家屋（当該年度において新たに課税の対象となる家屋をいう。）の別に、総評価見込額を

算出し、これを合計して指定市の家屋の総評価見込額を算出するものとする。

ア 在来分の家屋の総評価見込額の算出

(ｱ) (2)によつて指定市の長が報告した在来分の基準家屋の評点数（ (3)によつて、これに所要の調整を加

えた場合にあつては、調整後の評点数）に、総務大臣が定める率を乗じて得た数値を一円に乗じ、当該

基準家屋の評価見込額を求めるものとする。この場合において、総務大臣が定める率は、「資材費、労務

費及び建築工事に直接必要とする諸経費等の工事原価（以下「工事原価」という。）に相当する費用の東

京都（特別区の区域）における物価水準に対する当該指定市における物価水準の割合」と「家屋の再建

築費のうち、工事原価に相当する費用に対する当該費用以外の費用の割合に一を加えた数値」とを相乗

した率を基礎として定めたものとする。

(ｲ) (ｱ)によつて求めた基準家屋の評価見込額の前年度の評価額に対する割合を求める。

(ｳ) 指定市に所在する在来分の家屋を (ｲ)の割合が同様であると認められる家屋ごとに区分する。この場

合において、当該割合が同様であると認められる家屋の区分は、 (1)によつて区分した家屋の区分ごと

に認定するものとするが、当該割合が同様であると認められる家屋の区分は、これらを合わせ、一の家

屋の区分に属するもののうちで当該割合が異なると認められるものがあるときは、当該割合が異なるも

のごとに区分する。

(ｴ) (ｲ)の割合が同様であると認められる家屋の区分ごとに、その前年度の評価額の合計額に当該割合を基

準として求めた割合を乗じて当該区分に係る家屋の評価見込額を算出する。

(ｵ) (ｴ)によつて算出した家屋の各区分に係る評価見込額を合計して在来分の家屋の総評価見込額を算出す

る。

イ 新増分の家屋の総評価見込額の算出

(ｱ) (2)によつて指定市の長が報告した新増分の基準家屋の単位床面積当たり評点数（ (3)によつて、これ

に所要の調整を加えた場合にあつては、調整後の評点数）にアの (ｱ)の総務大臣が定める率を乗じて得

た数値を一円に乗じ、当該家屋に係る単位床面積当たり評価見込額を求めるものとする。

(ｲ) 当該指定市における評点付設の状況を検討し、新増分の家屋を基準家屋に類似する家屋ごとに区分す

る。

(ｳ) (ｱ)の基準家屋の単位床面積当たり評価見込額を基礎として求めた単位床面積当たり評価見込額に (ｲ)
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によつて区分された家屋の床面積を乗じて当該区分に係る家屋の評価見込額を算出する。

(ｴ) (ｳ)によつて算出された家屋の各区分に係る評価見込額を合計して新増分の家屋の総評価見込額を算出

する。

(5) (4)によつて総務大臣が算出した総評価見込額と当該指定市の長が固定資産評価基準によつて付設する見

込総評点数を一円に乗じて得た額とが相違する場合において、その相違が総務大臣が総評価見込額を算出す

るに当たつて用いた (4)のアの (ｱ)の総務大臣が定める率に係るものである場合を除き、総務大臣は、当該

指定市における家屋の評価方法の内容を検討し、必要があると認めるときは、当該指定市における見込総評

点数を基礎として総評価見込額を修正するものとする。

３ 指定市以外の市町村の提示平均価額の算定

(1) 都道府県知事は、指定市以外の市町村について、木造家屋又は非木造家屋の別に、２と同様の方法によつ

て、市町村の家屋の総評価見込額を算出し、これをその総床面積で除して当該市町村の木造家屋又は非木造

家屋の提示平均価額を算定するものとする。

(2) 総務大臣は、 (1)によつて算定した市町村の提示平均価額及びその算定の基礎を報告するよう都道府県知

事に求めることができるものとする。

(3) 総務大臣は、 (2)によつて都道府県知事から報告を受けた提示平均価額及びその算定の基礎を検討し、市

町村間の評価の均衡上必要があると認めるときは、提示平均価額について所要の修正を行うよう関係都道府

県知事に通知するものとする。

(4) 都道府県知事は、 (3)による総務大臣の通知があつた場合においては、関係市町村の提示平均価額につい

て所要の修正を行うものとする。

四 増築された家屋の評価

一棟の家屋に増築された部分があるときは、当該家屋を増築された部分とその他の部分とに区分して評点数を
ひとむね

付設するものとする。ただし、実情に応じ増築された部分とその他の部分とに区分することが困難であると認め

られる場合等においては、これを区分しないで評点数を付設しても差し支えないものとする。

五 非課税部分等のある家屋の価額の区分

一棟の家屋について固定資産税を課することができる部分とこれを課することができない部分とがある場合そ
ひとむね

の他一棟の家屋の価額を二以上の部分に区分して求める必要がある場合においては、それぞれの部分ごとに区分
ひとむね

して価額を求めるものとする。ただし、それぞれの部分ごとに区分して価額を求めることが困難であると認めら

れるときは、当該家屋の価額をそれぞれの部分の占める床面積の割合その他それぞれの部分の価額を求めるのに

適当と認められる基準によつてあん分してそれぞれの部分の価額を求めるものとする。

六 再建築費評点基準表の補正等

１ 市町村長は、「木造家屋再建築費評点基準表」（別表第８）（以下「木造家屋評点基準表」という。）又は「非

木造家屋再建築費評点基準表」（別表第12）（以下「非木造家屋評点基準表」という。）を当該市町村に所在する

家屋について適用する場合において木造家屋評点基準表又は非木造家屋評点基準表について所要の評点項目及

び標準評点数がないとき、その他家屋の実態からみて特に必要があるときは、木造家屋評点基準表又は非木造

家屋評点基準表について所要の補正を行い、これを適用することができるものとする。

２ 市町村長は、当該市町村に所在する家屋で当該家屋の構造等からみて木造家屋評点基準表又は非木造家屋評

点基準表を適用して評価することが困難なものがあるとき又は適当でないものがあるときは、当該家屋の構造、

様式、施工量等の実態に応じ、木造家屋評点基準表又は非木造家屋評点基準表の例によつて当該家屋に係る木

造家屋評点基準表又は非木造家屋評点基準表を作成してこれを適用するものとする。

七 建築設備の評価

家屋の所有者が所有する電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生設備、冷暖房設備、空調設備、防災

設備、運搬設備、清掃設備等の建築設備で、家屋に取り付けられ、家屋と構造上一体となつて、家屋の効用を高

めるものについては、家屋に含めて評価するものとする。

第２節 木造家屋

一 評点数の算出方法

１ 木造家屋の評点数は、当該木造家屋の再建築費評点数を基礎として、これに損耗の状況による減点補正率を

乗じて付設するものとし、次の算式によつて求めるものとする。この場合において、当該木造家屋について需

給事情による減点を行う必要があると認めるときは、当該木造家屋の評点数は、次の算式によつて求めた評点

数に需給事情による減点補正率を乗じて求めるものとする。

〔算式〕

評点数＝再建築費評点数×経過年数に応ずる減点補正率

（経過年数に応ずる減点補正率によることが、天災、火災その他の事由により当該木造家屋の状況からみて適

当でないと認められる場合にあつては、評点数＝（部分別再建築費評点数×損耗の程度に応ずる減点補正率）

の合計）
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２ 市町村長は、当該市町村に所在する木造家屋の状況に応じ、「二 部分別による再建築費評点数の算出方法」

又は「三 比準による再建築費評点数の算出方法」のいずれかにより再建築費評点数を求めるものとする。た

だし、在来分の木造家屋に係る再建築費評点数は「四 在来分の木造家屋に係る再建築費評点数の算出方法」

により求めるものとする。

二 部分別による再建築費評点数の算出方法

部分別による再建築費評点数の算出方法によつて木造家屋の再建築費評点数を求める場合は、当該木造家屋の

構造の区分に応じ、当該木造家屋について適用すべき木造家屋評点基準表によつて求めるものとする。

木造家屋評点基準表によつて木造家屋の再建築費評点数を求める場合においては、各個の木造家屋の構造の区

分に応じ、当該木造家屋について適用すべき木造家屋評点基準表によつて当該木造家屋の各部分別に標準評点数

を求め、これに補正項目について定められている補正係数を乗じて得た数値に計算単位の数値を乗じて算出した

部分別再建築費評点数を合計して求めるものとする。

木造家屋の再建築費評点数は、次の「木造家屋再建築費評点数の算出要領」によつて算出するものとする。

〔木造家屋再建築費評点数の算出要領〕

１ 木造家屋評点基準表の適用

木造家屋評点基準表の適用に当たつては、次によつて、各個の木造家屋に適用すべき木造家屋評点基準表を

定めるものとする。

(1) 各個の木造家屋の構造の相違に応じ、当該木造家屋について適用すべき木造家屋評点基準表を定める場合

においては、その使用状況のいかんにかかわらず、当該木造家屋の本来の構造によりその適用すべき木造家

屋評点基準表を定めるものとする。

(2) 木造家屋の構造等からみて直ちに適用すべき木造家屋評点基準表を定めることが困難なものについては、

当該木造家屋の構造等からみて最も類似している建物に係る木造家屋評点基準表を適用するものとする。

(3) 一棟の建物で二以上の異なつた構造を有する部分のある木造家屋については、当該各部分について、それ
ひとむね

ぞれに対応する木造家屋評点基準表を適用するものとする。

２ 床面積の算定

各個の木造家屋の再建築費評点数を付設する場合の計算単位として用いる木造家屋の床面積は、各階ごとに

壁その他区画の中心線で囲まれた部分の水平投影面積により、平方メートルを単位として算定した床部分（階

段室又はこれに準ずるものは、各階の床面積に算入するものとし、吹抜の部分は、上階の床部分に算入しない

ものとする。）の面積によるものとし、一平方メートルの百分の一未満の端数は、切り捨てるものとする。

３ 木造家屋評点基準表の部分別区分

木造家屋評点基準表の部分別区分の内容は、次のとおりである。

部 分 別 内 容

⑴ 構 造 部 家屋の骨組を構成する部分をいう。

(ｱ) 主体構造部 柱、梁（土台、桁）、壁体、床組、小屋組等、家屋の主体となる構造
はり

部分をいう。

(ｲ) 基 礎 建物の基礎、根切工事、地 業 工事をいう。
ね ぎり じ ぎよう

⑵ 外 壁 仕 上 外 周 壁の仕上部分とその下地部分をいう。
がいしゆうへき

⑶ 内 壁 仕 上 間仕切壁の両面、外 周 内壁の仕上部分とその下地部分をいう。
ま じ きりかべ がいしゆうないへき

⑷ 床 仕 上 床面の仕上部分とその下地部分をいう。

⑸ 天 井 仕 上 天井面の仕上部分とその下地部分をいう。

⑹ 屋 根 仕 上 屋根面の仕上部分とその下地部分をいう。

⑺ 建 具 窓、出入口等の建具及びその取付枠並びにシャッター等をいう。

⑻ 建 築 設 備 電気設備、ガス設備、給水設備、排水設備、衛生設備等家屋に附属して家屋の機能を発

揮するための設備をいう。
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⑼ 仮 設 工 事 敷地の仮 囲 、水盛、遣方、足場等の建物の建築に必要な準備工事又は工事中の保安の
かりがこい みずもり やりかた

ための工事をいう。

⑽ その他工事 ⑴から⑼までのいずれの部分にも含まれない部分をいい、樋、階段及び床間等がこれに
とい とこのま

含まれる。

４ 評点項目及び標準評点数

(1) 「評点項目」は、木造家屋の構造に応じ、木造家屋評点基準表の各部分ごとに一般に使用されている資材

の種別及び品等、施工の態様等の区分によつて標準評点数を付設するための項目として設けられているもの

であり、「標準評点数」は、評点項目の区分に従い、「標準量」（標準的な木造家屋の各部分別の単位当たり施

工量をいう。）に対する工事費を基礎として算出した評点数である。再建築費評点数の付設に当たつては、木

造家屋の各部分を調査し、各部分の使用資材の種別、品等、施工の態様等に応じ、該当する評点項目につい

て定められている標準評点数を求めるものとする。

(2) 標準評点数は、基準年度の賦課期日の属する年の２年前の７月現在の東京都（特別区の区域）における物

価水準により算定した工事原価に相当する費用に基づいて、その費用の一円を一点として表しているもので

ある。

(3) 各部分別の標準評点数を求める場合において一の部分に二以上の評点項目に該当する工事が施工されてい

るときは、当該各評点項目に該当する工事の施工量の当該部分の工事の施工量に占める割合によつて平均標

準評点数を求めるものとする。

平均標準評点数を求める算式例は、次のとおりである。

〔算式例〕

一の部分にａ、ｂ及びｃ三種の評点項目に該当する工事が施工されているときは、ａ、ｂ及びｃそれぞれ

の標準評点数に、ａ、ｂ及びｃそれぞれの工事の施工量の当該部分の工事の施工量に占める割合を乗じて求

めた数値を合計して平均標準評点数を求めるものとする。

ａの標準評点数×ａが当該部分に占める割合＝Ａ

ｂの標準評点数×ｂが当該部分に占める割合＝Ｂ

ｃの標準評点数×ｃが当該部分に占める割合＝Ｃ

当該部分の平均標準評点数＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

５ 補正項目及び補正係数

(1) 木造家屋の各部分の工事の施工量等が「補正項目及び補正係数」欄の「標準」欄に定められている工事の

施工量等と相違する場合においては、当該補正項目について定められている該当補正係数によつて標準評点

数を補正するものとする。この場合において、補正項目について定められている補正係数の限度内において

処理することができないものについては、その実情に応じ補正を必要とする範囲内において、その限度を超

えて補正係数を決定するものとする。

(2) 一の部分に該当する補正項目が二以上ある場合の補正係数は、その該当する補正係数を連乗したものによ

るものとする。

６ 再建築費評点数

再建築費評点数は、各部分別の標準評点数に当該部分の補正係数を乗じて得た数値に、その計算単位の数値

を乗じて求めた各部分別の再建築費評点数を合計して求めるものとする。

三 比準による再建築費評点数の算出方法

比準による再建築費評点数の算出方法によつて木造家屋の再建築費評点数を求める場合は、次によつて求める

ものとする。

１ 当該市町村に所在する木造家屋を、その実態に応じ、構造、程度、規模等の別に区分し、それぞれの区分ご

とに標準とすべき木造家屋を標準木造家屋として定める。

２ 標準木造家屋について、二によつて再建築費評点数を付設する。

３ 標準木造家屋以外の木造家屋で当該標準木造家屋の属する区分と同一の区分に属するもの（以下本項におい

て「比準木造家屋」という。）の再建築費評点数は、当該比準木造家屋と当該標準木造家屋の各部分別の使用資

材、施工量等の相違を考慮し、当該標準木造家屋の部分別再建築費評点数又は再建築費評点数に比準して付設

する。

四 在来分の木造家屋に係る再建築費評点数の算出方法

在来分の木造家屋に係る再建築費評点数は、次の算式によつて求めるものとする。ただし、当該市町村に所在

する在来分の木造家屋の実態等からみてこの方法によることが適当でないと認められる場合又は個々の在来分の

木造家屋に地方税法第349条第２項各号に掲げる事情があることによりこの方法によることが適当でないと認めら

れる場合においては、二又は三によつて再建築費評点数を求めることができるものとする。
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（算式）

再建築費評点数＝基準年度の前年度における再建築費評点数×再建築費評点補正率

１ 基準年度の前年度における再建築費評点数は、前基準年度に適用した固定資産評価基準第２章第１節、第２

節及び第４節二によつて求めたものをいう。

２ 再建築費評点補正率は、基準年度の賦課期日の属する年の２年前の７月現在の東京都（特別区の区域）にお

ける物価水準により算定した工事原価に相当する費用の前基準年度の賦課期日の属する年の２年前の７月現在

の当該費用に対する割合を基礎として定めたものである。

五 損耗の状況による減点補正率の算出方法

木造家屋の損耗の状況による減点補正率は、経過年数に応ずる減点補正率によるものとする。ただし、天災、

火災その他の事由により当該木造家屋の状況からみて経過年数に応ずる減点補正率によることが適当でないと認

められる場合においては、損耗の程度に応ずる減点補正率によるものとする。

木造家屋の損耗の状況による減点補正率は、次の「損耗の状況による減点補正率の算出要領」によつて算出す

るものとする。

〔損耗の状況による減点補正率の算出要領〕

１ 経過年数に応ずる減点補正率

(1) 経過年数に応ずる減点補正率（以下本節において「経年減点補正率」という。）は、通常の維持管理を行う

ものとした場合において、その年数の経過に応じて通常生ずる減価を基礎として定めたものであつて、木造

家屋の構造区分及びその延べ床面積1.0㎡当たり再建築費評点数の区分に従い、「木造家屋経年減点補正率基

準表」（別表第９）に示されている当該木造家屋の経年減点補正率によつて求めるものとする。

(2) 木造家屋の損耗が積雪又は寒冷によつて増大する地域に属する市町村に所在する木造家屋の経年減点補正

率は、木造家屋経年減点補正率基準表の経年減点補正率に、「積雪地域又は寒冷地域の級地の区分」（別表第

９の２）に定める市町村ごとの積雪地域又は寒冷地域の級地の区分に応じ次表に掲げる率（当該市町村が積

雪地域及び寒冷地域に該当するときは、それぞれの率を合計して得た率とし、その率が百分の二十五を超え

るときは百分の二十五とする。）を一から控除して得られる補正率を乗じたものによるものとする。ただし、

当該補正率を乗じた経年減点補正率が百分の二十に満たない場合においては、百分の二十とする。

なお、別表第９の２に掲げる市町村が関係する廃置分合又は境界変更（以下本節において「廃置分合等」

という。）があつた場合における当該廃置分合等により新たに設置され、又は境界が変更された市町村（以下

本節において「廃置分合等後の市町村」という。）の区域のうち廃置分合等の日の前日において別表第９の２

に掲げる市町村のいずれかに該当した部分に係る積雪地域又は寒冷地域の級地の区分については、当該部分

に対応する従前の市町村の区域に適用された級地の区分を適用するものとし、同節五１(2)後段の規定の適用

を受ける市町村が関係する廃置分合等があつた場合における当該廃置分合等後の市町村の区域のうち廃置分

合等の日の前日において同節五１(2)後段の規定の適用を受けた部分に係る積雪地域又は寒冷地域の級地の区

分については、当該部分に対応する従前の部分に同節五１(2)後段の規定により適用することとされた級地の

区分を適用するものとする。

率

積雪地域の率 寒冷地域の率

級地区分

１ 級 地 百分の十 百分の五

２ 級 地 百分の十五 百分の八

３ 級 地 百分の二十 百分の十

４ 級 地 百分の二十五 百分の十五

(3) 経過年数が一年未満であるとき又は経過年数に一年未満の端数があるときは、それぞれ一年未満の端数は、

一年として計算するものとする。

(4) 第１節四ただし書により、増築された部分とその他の部分とに区分しないで一棟の木造家屋の評点数を付
ひとむね

設する場合における経年減点補正率は、それぞれの部分ごとに求めた経年減点補正率に、それぞれの部分の

床面積その他適当と認められる基準に基づいて定めたそれぞれの部分の当該木造家屋全体に占める割合を乗

じて得た数値を合計して得た数値によるものとする。

２ 損耗の程度に応ずる減点補正率

(1) 損耗の程度に応ずる減点補正率（以下本節において「損耗減点補正率」という。）は、「部分別損耗減点補
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正率基準表」（別表第10）によつて各部分別に求めた損耗残価率に、当該木造家屋について木造家屋経年減点

補正率基準表によつて求めた経年減点補正率を乗じて各部分別に求めるものとする。損耗残価率は、各部分

別の損耗の現況を通常の維持管理を行うものとした場合において、その年数の経過に応じて通常生ずる損耗

の状態に修復するものとした場合に要する費用を基礎として定めたものであり、当該木造家屋の各部分別の

損耗の程度に応じ、部分別損耗減点補正率基準表により求めるものとする。ただし、市町村長は、当該市町

村に所在する木造家屋の損耗の程度、構造等の実態からみて部分別損耗減点補正率基準表を適用することが

困難であると認める場合その他特に必要があると認める場合は、部分別損耗減点補正率基準表について所要

の補正を行い、これを適用することができるものとする。

(2) 損耗減点補正率は、木造家屋の各部分別ごとに、当該部分別を通じた損耗の状況に応じて一の損耗減点補

正率を求めるものとする。

六 需給事情による減点補正率の算出方法

需給事情による減点補正率は、建築様式が著しく旧式となつている木造家屋、所在地域の状況によりその価額

が減少すると認められる木造家屋等について、その減少する価額の範囲において求めるものとする。

第３節 非木造家屋

一 評点数の算出方法

１ 非木造家屋の評点数は、当該非木造家屋の再建築費評点数を基礎として、これに損耗の状況による減点補正

率を乗じて付設するものとし、次の算式によつて求めるものとする。この場合において、当該非木造家屋につ

いて需給事情による減点を行う必要があると認めるときは、当該非木造家屋の評点数は、次の算式によつて求

めた評点数に需給事情による減点補正率を乗じて求めるものとする。

〔算式〕

評点数＝再建築費評点数×経過年数に応ずる減点補正率

（経過年数に応ずる減点補正率によることが、天災、火災その他の事由により当該非木造家屋の状況からみて

適当でないと認められる場合にあつては、評点数＝（部分別再建築費評点数×損耗の程度に応ずる減点補正

率）の合計）

２ 市町村長は、当該市町村に所在する非木造家屋の状況に応じ、「二 部分別による再建築費評点数の算出方

法」又は「三 比準による再建築費評点数の算出方法」のいずれかにより再建築費評点数を求めるものとする。

ただし、在来分の非木造家屋に係る再建築費評点数は「四 在来分の非木造家屋に係る再建築費評点数の算出

方法」により求めるものとする。

二 部分別による再建築費評点数の算出方法

部分別による再建築費評点数の算出方法によつて非木造家屋の再建築費評点数を求める場合は、当該非木造家

屋の構造の区分に応じ、当該非木造家屋について適用すべき非木造家屋評点基準表によつて求めるものとする。

非木造家屋評点基準表によつて非木造家屋の再建築費評点数を求める場合においては、各個の非木造家屋の構

造の区分に応じ、当該非木造家屋について適用すべき非木造家屋評点基準表によつて当該非木造家屋の各部分別

に標準評点数を求め、これに補正項目について定められている補正係数を乗じて得た数値に計算単位の数値を乗

じて算出した部分別再建築費評点数を合計して求めるものとする。

非木造家屋の再建築費評点数は、次の「非木造家屋再建築費評点数の算出要領」によつて算出するものとする。

〔非木造家屋再建築費評点数の算出要領〕

１ 非木造家屋評点基準表の適用

非木造家屋評点基準表の適用に当たつては、次によつて、各個の非木造家屋に適用すべき非木造家屋評点基

準表を定めるものとする。

(1) 各個の非木造家屋の構造の相違に応じ、当該非木造家屋について適用すべき非木造家屋評点基準表を定め

る場合においては、その使用状況のいかんにかかわらず、当該非木造家屋の本来の構造によりその適用すべ

き非木造家屋評点基準表を定めるものとする。

(2) 非木造家屋の構造等からみて直ちに適用すべき非木造家屋評点基準表を定めることが困難なものについて

は、当該非木造家屋の構造等からみて最も類似している建物に係る非木造家屋評点基準表を適用するものと

する。

(3) 一棟の建物で二以上の異なつた構造を有する部分のある非木造家屋については、当該各部分について、そ
ひとむね

れぞれに対応する非木造家屋評点基準表を適用するものとする。

２ 床面積の算定

各個の非木造家屋の再建築費評点数を付設する場合の計算単位として用いる非木造家屋の床面積は、各階ご

とに壁その他区画の中心線で囲まれた部分の水平投影面積により、平方メートルを単位として算定した床部分

（階段室、エレベーター室又はこれらに準ずるものは、各階の床面積に算入するものとし、吹抜の部分は、上

階の床部分に算入しないものとする。）の面積によるものとし、一平方メートルの百分の一未満の端数は、切り

捨てるものとする。
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３ 非木造家屋評点基準表の部分別区分

非木造家屋評点基準表の部分別区分の内容は、次のとおりである。

部 分 別 内 容

⑴ 構 造 部 家屋の骨組を構成する部分をいう。

(ｱ) 主体構造部 基礎、柱、梁、壁体、床版、小屋組、屋根版等、家屋の主体となる構
はり へきたい ゆかばん こ や ぐみ や ね ばん

造部分をいう。

（主体構造部の (鉄骨鉄筋コンクリート造)

種別） 骨組を鉄骨と鉄筋で組み、その外部に型枠を構成し、これにコンクリ

ートを打ち込んで硬化して構築したもの。

(鉄筋コンクリート造)

骨組を鉄筋で組み、その外部に型枠を構成し、これにコンクリートを

打ち込んで硬化して構築したもの。

(鉄骨造)

形鋼と鋼板とを組合せ、ボルト接合又は熔接によつて構築したもの。
かたこう こうはん ようせつ

(コンクリートブロック造)

コンクリートブロックをモルタルをもつて組積し、鉄筋で補強したも

の。

(ｲ) 基 礎 工 事 建物の荷重を支える地下構造部分を築造するための工事、建物による

荷重と地盤の状況に応じて施工する工事等をいう。

(ｳ) 外周壁骨組 外 周 壁の骨組で主体構造部を構成しないものをいう。
がいしゆうへき

(ｴ) 間仕切骨組 内部の各部屋を区画する間仕切の骨組をいう。

⑵ 外 壁 仕 上 外 周 壁の仕上部分とその下地部分をいう。
がいしゆうへき

⑶ 内 壁 仕 上 内 周 壁の仕上部分とその下地部分をいう。
ないしゆうへき

⑷ 床 仕 上 床の仕上部分とその下地部分をいう。

⑸ 天 井 仕 上 天井の仕上部分とその下地部分をいう。

⑹ 屋 根 仕 上 建物の覆蓋を構成する屋根部分のうち、主体構造部に含まれる小屋組、屋根版等を除い
ふくがい こ や ぐ み や ね ばん

た屋根面の仕上部分及びその下地部分をいう。

⑺ 建 具 窓、出入口等の建具及びその取付枠並びにシャッター等をいう。
とりつけわく

⑻ 特 殊 設 備 劇場等のステージ、銀行のカウンター、金庫室等の特殊な設備及び階段の手摺等に別に
て すり

装飾を施したもの等をいう。

⑼ 建 築 設 備 電気設備、衛生設備、空調設備等家屋に附属して家屋の機能を発揮するための設備をい

う。

⑽ 仮 設 工 事 敷地の仮 囲、水盛、遣方、足場等の建物の建築に必要な準備工事又は工事中の保安の
かりがこい みずもり やりかた

ための工事をいう。

⑾ その他工事 ⑴から⑽までのいずれの部分にも含まれない木工事、金属工事等をいう。

４ 評点項目及び標準評点数
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(1) 「評点項目」は、非木造家屋の構造に応じ、非木造家屋評点基準表の各部分ごとに一般に使用されている

資材の種別及び品等、施工の態様等の区分によつて標準評点数を付設するための項目として設けられている

ものであり、「標準評点数」は、評点項目の区分に従い、「標準量」（標準的な非木造家屋の各部分別の単位当

たり施工量をいう。）に対する工事費を基礎として算出した評点数である。再建築費評点数の付設に当たつて

は、非木造家屋の各部分を調査し、各部分の使用資材の種別、品等、施工の態様等に応じ、該当する評点項

目について定められている標準評点数を求めるものとする。

(2) 標準評点数は、基準年度の賦課期日の属する年の２年前の７月現在の東京都（特別区の区域）における物

価水準により算定した工事原価に相当する費用に基づいて、その費用の一円を一点として表しているもので

ある。

(3) 各部分別の標準評点数を求める場合において一の部分に二以上の評点項目に該当する工事が施工されてい

るときは、当該各評点項目に該当する工事の施工量の当該部分の工事の施工量に占める割合によつて平均標

準評点数を求めるものとする。

平均標準評点数を求める算式例は、次のとおりである。

〔算式例〕

一の部分にａ、ｂ及びｃ三種の評点項目に該当する工事が施工されているときは、ａ、ｂ及びｃそれぞれ

の標準評点数に、ａ、ｂ及びｃそれぞれの工事の施工量の当該部分の工事の施工量に占める割合を乗じて求

めた数値を合計して平均標準評点数を求めるものとする。

ａの標準評点数×ａが当該部分に占める割合＝Ａ

ｂの標準評点数×ｂが当該部分に占める割合＝Ｂ

ｃの標準評点数×ｃが当該部分に占める割合＝Ｃ

当該部分の平均標準評点数＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

(4) 各部分別に再建築費評点数を求める場合において、各部分の使用資材等の数量が明確なときは、当該使用

資材等に適用されるべき標準評点数に当該数量を乗じて当該部分の再建築費評点数を求めるものとする。こ

の場合において、当該数量を乗じる標準評点数は「単位当たり標準評点数」（別表第12の２）に定める標準評

点数とする。なお、「単位当たり標準評点数」について所要の評点項目及び標準評点数がないとき、その他家

屋の実態からみて特に必要があるときは、「単位当たり標準評点数」について所要の補正を行い、これを適用

することができるものとする。

５ 補正項目及び補正係数

(1) 非木造家屋の各部分の工事の施工量等が「補正項目及び補正係数」欄の「標準」欄に定められている工事

の施工量等と相違する場合においては、当該補正項目について定められている該当補正係数によつて標準評

点数を補正するものとする。この場合において、補正項目について定められている補正係数の限度内におい

て処理することができないものについては、その実情に応じ補正を必要とする範囲内において、その限度を

超えて補正係数を決定するものとする。

(2) ４ (4)の規定に基づき各部分別に再建築費評点数を求める場合は、施工の程度に応ずる必要な補正を行う

ものとする。

(3) 一の部分に該当する補正項目が二以上ある場合の補正係数は、その該当する補正係数を連乗したものによ

るものとする。

６ 再建築費評点数

再建築費評点数は、各部分別の標準評点数に当該部分の補正係数を乗じて得た数値に、その計算単位の数値

を乗じて求めた各部分別の再建築費評点数を合計して求めるものとする。

三 比準による再建築費評点数の算出方法

比準による再建築費評点数の算出方法によつて非木造家屋の再建築費評点数を求める場合は、次によつて求め

るものとする。

１ 当該市町村に所在する非木造家屋を、その実態に応じ、構造、程度、規模等の別に区分し、それぞれの区分

ごとに標準とすべき非木造家屋を標準非木造家屋として定める。

２ 標準非木造家屋について、二によつて再建築費評点数を付設する。

３ 標準非木造家屋以外の非木造家屋で当該標準非木造家屋の属する区分と同一の区分に属するもの（以下本項

において「比準非木造家屋」という。）の再建築費評点数は、当該比準非木造家屋と当該標準非木造家屋の各部

分別の使用資材、施工量等の相違を考慮し、当該標準非木造家屋の部分別再建築費評点数又は再建築費評点数

に比準して付設する。

四 在来分の非木造家屋に係る再建築費評点数の算出方法

在来分の非木造家屋に係る再建築費評点数は、次の算式によつて求めるものとする。ただし、当該市町村に所

在する在来分の非木造家屋の実態等からみてこの方法によることが適当でないと認められる場合又は個々の在来

分の非木造家屋に地方税法第349条第２項各号に掲げる事情があることによりこの方法によることが適当でないと

認められる場合においては、二又は三によつて再建築費評点数を求めることができるものとする。
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（算式）

再建築費評点数＝基準年度の前年度における再建築費評点数×再建築費評点補正率

１ 基準年度の前年度における再建築費評点数は、前基準年度に適用した固定資産評価基準第２章第１節、第３

節及び第４節二によつて求めたものをいう。

２ 再建築費評点補正率は、基準年度の賦課期日の属する年の２年前の７月現在の東京都（特別区の区域）にお

ける物価水準により算定した工事原価に相当する費用の前基準年度の賦課期日の属する年の２年前の７月現在

の当該費用に対する割合を基礎として定めたものである。

五 損耗の状況による減点補正率の算出方法

非木造家屋の損耗の状況による減点補正率は、経過年数に応ずる減点補正率によるものとする。ただし、天災、

火災その他の事由により当該非木造家屋の状況からみて経過年数に応ずる減点補正率によることが適当でないと

認められる場合においては、損耗の程度に応ずる減点補正率によるものとする。

非木造家屋の損耗の状況による減点補正率は、次の「損耗の状況による減点補正率の算出要領」によつて算出

するものとする。

〔損耗の状況による減点補正率の算出要領〕

１ 経過年数に応ずる減点補正率

(1) 経過年数に応ずる減点補正率（以下本節において「経年減点補正率」という。）は、通常の維持管理を行う

ものとした場合において、その年数の経過に応じて通常生ずる減価を基礎として定めたものであつて、非木

造家屋の構造区分に従い、「非木造家屋経年減点補正率基準表」（別表第13）に示されている当該非木造家屋

の経年減点補正率によつて求めるものとする。

(2) 第２節五１（2）の表中「率」の欄に定める積雪地域の率と寒冷地域の率を合計した率（以下本節において

「木造家屋に係る積雪寒冷補正率」という。）が百分の十八以上の地域に属する市町村に所在する非木造家屋

（その構造が「軽量鉄骨造」、「れんが造」又は「コンクリートブロック造」のものに限る。以下本節におい

て同じ。）に対する経年減点補正率は、非木造家屋経年減点補正率基準表の経年減点補正率に、百分の三（木

造家屋に係る積雪寒冷補正率が百分の二十五以上の地域に属する市町村に所在する非木造家屋にあつては、

百分の五）を一から控除して得られる補正率を乗じて得た率とする。ただし、当該補正率を乗じた経年減点

補正率が百分の二十に満たない場合においては、百分の二十とする。

なお、別表第９の２に掲げる市町村が関係する廃置分合又は境界変更（以下本節において「廃置分合等」

という。）があつた場合における当該廃置分合等により新たに設置され、又は境界が変更された市町村（以下

本節において「廃置分合等後の市町村」という。）の区域のうち廃置分合等の日の前日において別表第９の２

に掲げる市町村のいずれかに該当した部分に係る積雪地域又は寒冷地域の級地の区分については、当該部分

に対応する従前の市町村の区域に適用された級地の区分を適用するものとし、同節五１(2)後段の規定の適用

を受ける市町村が関係する廃置分合等があつた場合における当該廃置分合等後の市町村の区域のうち廃置分

合等の日の前日において同節五１(2)後段の規定の適用を受けた部分に係る積雪地域又は寒冷地域の級地の区

分については、当該部分に対応する従前の部分に同節五１(2)後段の規定により適用することとされた級地の

区分を適用するものとする。

(3) 経過年数が一年未満であるとき又は経過年数に一年未満の端数があるときは、それぞれ一年未満の端数は、

一年として計算するものとする。

(4) 第１節四ただし書により、増築された部分とその他の部分とに区分しないで一棟の非木造家屋の評点数を
ひとむね

付設する場合における経年減点補正率は、それぞれの部分ごとに求めた経年減点補正率に、それぞれの部分

の床面積その他適当と認められる基準に基づいて定めたそれぞれの部分の当該非木造家屋全体に占める割合

を乗じて得た数値を合計して得た数値によるものとする。

２ 損耗の程度に応ずる減点補正率

(1) 損耗の程度に応ずる減点補正率（以下本節において「損耗減点補正率」という。）は、部分別損耗減点補正

率基準表によつて各部分別に求めた損耗残価率に、当該非木造家屋について非木造家屋経年減点補正率基準

表によつて求めた経年減点補正率を乗じて各部分別に求めるものとする。損耗残価率は、各部分別の損耗の

現況を通常の維持管理を行うものとした場合において、その年数の経過に応じて通常生ずる損耗の状態に修

復するものとした場合に要する費用を基礎として定めたものであり、当該非木造家屋の各部分別の損耗の程

度に応じ、部分別損耗減点補正率基準表により求めるものとする。ただし、市町村長は、当該市町村に所在

する非木造家屋の損耗の程度、構造等の実態からみて部分別損耗減点補正率基準表を適用することが困難で

あると認める場合その他特に必要があると認める場合は、部分別損耗減点補正率基準表について所要の補正

を行い、これを適用することができるものとする。

(2) 損耗減点補正率は、非木造家屋の各部分別ごとに、当該部分別を通じた損耗の状況に応じて一の損耗減点

補正率を求めるものとする。

六 需給事情による減点補正率の算出方法

需給事情による減点補正率は、建築様式が著しく旧式となつている非木造家屋、所在地域の状況によりその価
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額が減少すると認められる非木造家屋等について、その減少する価額の範囲において求めるものとする。

第４節 経過措置

一 固定資産税に係る令和６年度から令和８年度までの各年度における家屋の評価に限り、第２節二及び第３節二

に定める標準評点数並びに第２節四及び第３節四に定める再建築費評点補正率の設定に当たつては、一部の資材

における異例かつ急激な価格変動の状況に鑑み、標準評点数及び再建築費評点補正率の基礎とすべき基準年度の

賦課期日の属する年の２年前の７月現在の東京都（特別区の区域）における物価水準により算定した工事原価に

相当する費用のうち、木材及び鉄鋼に係る資材の価格を、令和３年１月から同年12月までの各月の物価指数の平

均値を基礎とした補正率によつて補正することとする。

二 固定資産税に係る令和６年度における在来分の家屋の評価に係る再建築費評点補正率は、次のとおりとする。

１ 第２節四に定める再建築費評点補正率（木造家屋）1.11

２ 第３節四に定める再建築費評点補正率（非木造家屋）1.07

三 固定資産税に係る令和６年度から令和８年度までの各年度における家屋の評価に限り、評点一点当たりの価額

は、１円に１に定める「物価水準による補正率」と２に定める「設計管理費等による補正率」とを相乗した率を

乗じて得た額（小数点以下二位未満は、切り捨てるものとする。）を基礎として市町村長が定めるものとする。こ

の場合においては、第１節三の規定は適用しない。

１ 物価水準による補正率

物価水準による補正率は、家屋の工事原価に相当する費用等の東京都（特別区の区域）における物価水準に

対する地域的格差を考慮して定めたものであつて、木造家屋及び非木造家屋の区分に従い、次のとおりとする。

(1) 木造家屋

指定市にあつては次表に掲げる率によるものとし、指定市以外の市町村にあつては当該市町村の所在する

都道府県における指定市の率によるものとする。ただし、指定市以外の市町村において指定市と著しい物価

水準の相違等があるため、市町村長が評価の均衡上指定市と同一の率とすることが適当でないと認める場合

は、指定市の率と異なる率を定めることができる。この場合において、特別の事情がある場合を除き、0.90

から当該指定市の率を超えない範囲で定めるものとする。

指定市 率 指定市 率 指定市 率 指定市 率

札 幌 市 1.00 特 別 区 1.00 大 津 市 0.95 高 松 市 0.95

青 森 市 0.95 横 浜 市 1.00 京 都 市 1.00 松 山 市 0.95

盛 岡 市 0.90 新 潟 市 0.95 大 阪 市 1.00 高 知 市 0.95

仙 台 市 0.95 富 山 市 0.95 神 戸 市 1.00 福 岡 市 1.00

秋 田 市 0.95 金 沢 市 0.95 奈 良 市 0.95 佐 賀 市 0.95

山 形 市 0.95 福 井 市 0.95 和歌山市 0.95 長 崎 市 0.95

福 島 市 0.90 甲 府 市 0.95 鳥 取 市 0.95 熊 本 市 0.95

水 戸 市 0.95 長 野 市 0.95 松 江 市 0.95 大 分 市 0.95

宇都宮市 0.95 岐 阜 市 0.95 岡 山 市 0.95 宮 崎 市 0.95

前 橋 市 0.95 静 岡 市 0.95 広 島 市 0.95 鹿児島市 0.95

さいたま市 0.95 名古屋市 1.00 山 口 市 0.95 那 覇 市 0.95

千 葉 市 0.95 津 市 0.95 徳 島 市 0.95

(2) 非木造家屋

全市町村を通じて1.00とする。

２ 設計管理費等による補正率

設計管理費等による補正率は、工事原価に含まれていない設計監理費、一般管理費等負担額の費用を基礎と

して定めたものであつて、全市町村を通じて木造家屋1.05、非木造家屋1.10とする。ただし、木造家屋及び非

木造家屋とも床面積がおおむね10平方メートル以下の簡易な構造を有する家屋については設計管理費等による

補正率は1.00とする。

四 固定資産税に係る令和６年度における在来分の家屋の評価に限り、次に掲げるいずれかの低い価額によつてそ

の価額を求めるものとする。ただし、令和６年１月１日において地方税法第349条第２項第１号に掲げる事情（損

壊その他これに類する特別の事情を除く。）がある家屋で、当該事情が令和５年１月２日以降に生じたものについ

ては次の１によつてその価額を求めるものとする。

１ 第１節から本節三までによつて求めた家屋の価額

２ 当該家屋の令和５年度の価額（令和５年度の家屋課税台帳又は家屋補充課税台帳に価格として登録されたも

のをいう。）
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五 固定資産税に係る令和７年度又は令和８年度における在来分の家屋のうち、令和７年１月１日又は令和８年１

月１日において地方税法第349条第２項各号に掲げる事情（改築その他これに類する特別の事情を除く。）がある

もので、当該事情がそれぞれ令和６年１月２日又は令和７年１月２日以降に生じたものの評価については、次に

掲げるいずれかの低い価額によつてその価額を求めるものとし、令和７年１月１日又は令和８年１月１日におい

て同項第１号に掲げる事情のうち改築その他これに類する特別の事情があるもので、当該事情がそれぞれ令和６

年１月２日又は令和７年１月２日以降に生じたものの評価については、次の１によつてその価額を求めるものと

する。

１ 第１節から本節三までによつて求めた家屋の価額

２ 当該家屋の令和６年度の価額（令和６年度の家屋課税台帳又は家屋補充課税台帳に価格として登録されたも

のをいう。ただし、令和７年度に本節によつて求めた価額がある家屋について令和８年度において同節によつ

て価額を求める場合にあつては、令和７年度において同節によつて求めた価額をいう。）

六 市町村長は、固定資産税に係る令和６年度における在来分の家屋のうち、令和６年１月１日において地方税法

第349条第２項各号に掲げる事情のあるもので、令和６年度の価額を本節四によつて求めることが、当該市町村を

通じて固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合又は令和６年度における在来分の家屋のうち、これ

らの事情のあるもの以外のもので、令和６年度の価額を本節四によつて求めることが、固定資産税の課税上極め

て不適当と認める場合においては、第１節から本節三までによつて求めた家屋の価額に基づき、各個の家屋相互

間の価額との均衡を考慮してその価額を求めることができるものとする。

七 市町村長は、固定資産税に係る令和７年度又は令和８年度における在来分の家屋のうち、令和７年１月１日又

は令和８年１月１日において地方税法第349条第２項各号に掲げる事情のあるもので、その令和７年度又は令和８

年度の価額を本節五によつて求めることが、当該市町村を通じて固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認め

る場合においては、第１節から本節三までによつて求めた家屋の価額に基づき、各個の家屋相互間の価額との均

衡を考慮してその価額を求めることができるものとする。

八 市町村長は、当分の間、東日本大震災により被災した家屋の損耗の程度に応ずる減点補正率について、第２節

五又は第３節五によつて当該家屋の各部分別に求めた損耗残価率に経年減点補正率を乗じて各部分別に求めるこ

とが困難な場合には、家屋一棟ごとに求めた損耗残価率に経年減点補正率を乗じて家屋一棟ごとに求めることが

できるものとする。
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